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日本農業工学会正会員 

正会員 10 学協会 総会員数：15,123 名（農業電化協会 127 団体）；14,980 名・団体 

(令和 4 年 4 月現在：9 学会、1 協会） （会員数は令和 3 年度日本農学会登録数） 

農業農村工学会（昭和 59 年～現在） （会長：平松 和昭、会員数：10,413 名） 

（平成 19 年 6 月 29 日に農業土木学会より名称変更） 

Japanese Society of Irrigation, Drainage and Rural Engineering (JSIDRE）（略記：農工） 

農業食料工学会（昭和 59 年～現在） （会長：井上 英二、会員数：1,017 名） 

（平成 25 年 10 月農業機械学会より名称変更） 

Japanese Society of Agricultural Machinery and Food Engineers (JSAM）（略記：機械） 

日本農業気象学会（昭和 59 年～現在） （会長：平野 高司、会員数：549 名） 

Society of Agricultural Meteorology of Japan(SAMJ） （略記：気象） 

日本農作業学会（昭和 59 年～現在） （会長：林 久喜、会員数：356 名） 

Japanese Society of Farm Work Research(JSFWR） （略記：作業） 

農業施設学会（昭和 59 年～現在） （会長：川越 義則、会員数：323 名） 

Society of Agricultural Structures, Japan (SASJ） （略記:施設） 

農業電化協会（昭和 59 年～現在） （会長：田澤信二、会員数：100 団体） 

Japanese Association of Agricultural Electrification (JAAE） （略記：電化） 

農村計画学会（平成 2 年～現在） （会長：一ノ瀬 友博、会員数：869 名） 

The Association of Rural Planning (ARP） （略記：計画） 

生態工学会（平成 6 年～現在） （会長：北宅 善昭、会員数 371 名） 

（平成 13 年 9 月に CELSS 学会より名称変更） 

The Society of Eco-Engineering (SEE） （略記：生態） 

農業情報学会（平成 9 年～現在） （会長：南石 晃明、会員数：343 名） 

（平成 14 年 8 月農業情報利用研究会より名称変更） 

Japanese Society of Agricultural Informatics (JSAI） （略記：情報） 

日本生物環境工学会（平成 19 年～現在） （会長：吉田 敏、会員数：782 名） 

（平成 19 年 1 月 1 日より日本生物環境調節学会と日本植物工場学会の合併） 

Japanese Society of Agricultural, Biological and Environmental Engineers and Scientists

（JSABEES） （略記：生工） 
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日本農業工学会賞２０２２受賞者 

山路 永司（やまじ えいじ） 
学歴・職歴 

1978年 東京大学農学部農業工学科卒業 

1980年 東京大学大学院農学系研究科修士課程修了 

1981年 東京大学農学部助手 

1989年 東京大学農学部助教授 

1999年 東京大学大学院新領域創成科学研究科国際協力学専攻教授 

2020年 東京大学名誉教授 

受賞歴 

2020年 農村計画学会賞（業績） 

白石 文秀（しらいし ふみひで） 
学歴・職歴 

1979 年広島大学工学部卒業 

1981 年九州大学大学院工学研究科博士前期課程修了 

1984 年九州大学大学院工学研究科博士後期課程修了 

1984 年九州大学工学部助手 

1991 年九州工業大学情報工学部助教授 

2005 年九州大学バイオアーキテクチャーセンター教授 

2010 年九州大学大学院農学研究院教授 

2022 年定年退職、九州大学名誉教授 

受賞歴 

1990 年化学工学会論文賞 

2007 年生態工学会学術賞 

2018 年日本農業工学会フェロー 

羽藤 堅治（はとう けんじ） 
学歴・職歴 

1988 年 愛媛大学農学部農業工学科卒業 

1990 年 愛媛大学大学院農学研究科農業工学専攻修了 

1993 年 愛媛大学大学院連合農学研究科博士課程修了 

1994 年 日本学術振興会特別研究員（PD） 

1995 年 愛媛大学農学部助手 

2003 年 愛媛大学農学部助教授 

2013 年 愛媛大学教授 

2021 年 愛媛大学学長特別補佐 

受賞歴 

2015 年 日本生物環境工学会学術賞 

2019 年 日本農業工学会フェロー 
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森山 英樹（もりやま ひでき） 
学歴・職歴 

1995 年 茨城大学大学院農学研究科修士課程修了 

2008 年 筑波大学大学院生命環境科学研究科博士後期課程修了 

1995 年 農林水産省農業環境技術研究所研究員 

1995 年 農林水産省東北農業試験場研究員 

1996 年 農林水産省農業工学研究所研究員 

2004 年 独立行政法人農業工学研究所主任研究員 

2016 年 農研機構農村工学研究部門上級研究員 

2022 年 農研機構企画戦略本部経営企画部財務課上級研究員 

受賞歴 

2009 年 農業施設学会奨励賞 

2016 年 農業施設学会学術賞 

吉田 智一（よしだ ともかず） 
学歴・職歴 

1983 年 東京大学農学部農業工学科卒業 

1994 年 東京大学博士(農学)取得 

1983 年 農林水産省農業研究センター 

1989 年 生物系特定作業技術研究推進機構 

1994 年 農林水産省中国農業試験場 

2011 年 農研機構中央農業総合研究センター 

2016 年 農研機構農業技術革新工学研究センター 

2021 年 農研機構農業情報研究センター 

受賞歴 

2004 年 農業情報学会論文賞 

2010 年 農業情報学会学術普及賞 

森本 英嗣（もりもと えいじ） 
学歴・職歴 

2003 年 京都大学大学院農学研究科博士課程後期修了 博士（農学） 

2004 年 東京農工大学農学部 21 世紀 COE 特別研究員 

2005 年 石川県農林総合研究センター 専門研究員 

2016 年 鳥取大学農学部 准教授 

受賞歴 

2014 年 農業食料工学会関西支部 関西支部賞 

2016 年 農業食料工学会 森技術賞 

2016 年 第 7 回ロボット大賞 優秀賞 
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溝口 勝（みぞぐち まさる） 
学歴・職歴 

1982 年 東京大学農学部農業工学科卒業 

1984 年 東京大学大学院農学系研究科博士課程中退 

1984 年 三重大学農学部助手 

1995 年 三重大学生物資源学部助教授 

1999 年 東京大学大学院農学生命科学研究科助教授 

2003 年 内閣府参事官補佐併任 

2008 年 東京大学大学院情報学環教授 

2010 年 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 

受賞歴 

2016 年 農業農村工学会学術賞 

2016 年 PAWEES 国際賞 

2021 年 農業農村工学会著作賞 

本條 毅（ほんじょう つよし） 
学歴・職歴 

1980 年 東京大学農学部農業工学科卒業 

1984 年 東京大学農学系研究科博士課程中途退学 

1984 年 東京大学農学部助手 

1991 年 東海大学開発工学部生物工学科専任講師 

1997 年 千葉大学大学院自然科学研究科多様性科学専攻助教授 

2002 年 千葉大学園芸学部教授 

2021 年 千葉大学大学院園芸学研究院教授 

受賞歴 

2002 年 日本農業気象学会学術賞 
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水田農業地域持続のための農村計画論の確立と国際展開

⼭路永司 

東京⼤学名誉教授 

要旨 

本業績は水田農業地域持続のための農村計画論の確立、特に水田農業持続のための基盤整備（大区画水田、土地利

用秩序形成、農村環境整備）、棚田保全などの生態的・環境的価値の高い農法の普及や農村空間に関する研究に加え、

アジアを中心とする世界の水田農業地域を対象とする研究、特に環境保全型稲作 SRI 農法の国際的普及などで構成され

る。基盤整備に関する研究では、大区画水田の要件を海外の水田整備を参照しながらわが国の事情に合わせた整備のあ

り方を提示した。農村空間は、作物生産に加え生態的・環境的価値の高い空間であるべきことから、アメニティ性や農村景

観について提言した。国際的研究としては東南アジア諸国の実情に合わせた農地整備、適切な農法、SRI 農法導入によ

る農村活性化を提示した。加えて、農村計画学会の国際化に大きく貢献した。

キーワード

圃場整備、大区画水田、SRI(System of Rice Intensification)、紅河デルタ

はじめに 

戦後の食料不足時代から米の増産が進み、1969 年から

は生産調整が始まった。海外との価格差は大きく、稲作の

低コスト化が求められており、そのための切り札として水田

の大区画化と直播栽培が考えられていた。当時の圃場整

備は 30 アール区画が基本だったが、アメリカ・カリフォルニ

ア州の水田(作業単位は 32ha もしくは 1-2ha)や北海道南

幌町(2.3ha)の水田調査から、大区画のハード面のカギは

均平と地表排水と考え、千葉県佐倉市の 2.5ha 水田で、均

平測量や地表排水時の残留水観察を行なった。同時に乾

田直播初期の発芽促進のための地下灌漑設備の水供給

の均一性を確認し、農作業時間を計測した。大区画水田

を作るためには、ソフト面として所有権と耕作権とを分離し

なければいけないこと、その際には、所有者も耕作者も共

に利益を得る必要があり、長期的に維持されるには、どの

ような組織形態が適しているのかを考えた。

大区画水田整備の研究

圃場整備における区画規模

1899 年の耕地整理法制定によって圃場整備が全国展

開することとなった。当時の耕区規模は一反（約１０アール）

であった。戦後の圃場整備事業では、３０アール区画が標

準とされた。その後、１ヘクタール区画が新規事業での標

準となり、今後はさらなる巨大区画も想定されている。

大区画整備のためには、所有権もしくは耕作権が大規

模にならないといけない。また技術的な障害として田面の

均平精度と圃場レベルの用排水の均一性がある。

米豪の水田は、田面に元地形の微傾斜が残っており水

平にはしない。落水時の排水性向上のため、一筆内の湛

水深の較差を許容しているからである。

大区画水田整備にあたって、ハード技術の中で大きな

ネックとなっていた均平精度は、レーザーブルの普及等に

よって、大きな問題とはならなくなった。したがって、土地利

用の調整さえつけば、区画規模拡大が可能となった。

圃区全体が同一標高に仕上げられたり（圃区均平）、隣

接耕区の標高が同一に仕上げられたり（均平区の拡大）す

れば、短辺長（用排水路に平行な辺の長さ）を長くすること

が出来る。千葉県佐倉市角来工区では、1981 年から 9 枚
の耕区を結合して 2.5ha 区画を実現している（後述の長辺

長の実質延長を含む）。千葉県手賀沼地区でも、8 枚の標

準 30 アール耕区を結合して 2.5ha 区画で耕作している。

埼玉県でも 10 アール区画圃場の再整備にあたって、畦畔

除去・簡易整地を行い、多くの耕区で短辺長を 200m以上
として利用している 1)。 
一方、長辺長（用排水路と直行する辺の長さ）は、北海

道での 175m、秋田県大潟村での 145m、宮城県での

125m 等の取り組みを除くと、100m とするのが一般的であ

る。しかし、千葉県印旛沼土地改良区管内では、近年では

すべての工区で 100m の長辺長を実質 200m として用いる

ことのできる整備を行っている。

排水路の管路化

図-1 は、角来工区で 1979 年に施工された方式である。

工事自体は 30 アール区画を標準とし、暗渠排水の集水渠

への接続も他と変わらない。角来工区での特徴は、小排水

路を地下に埋設したことにある。このことで、農区内で合意
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形成がはかられ

れば、長辺方向

200m にわたって

連続作業を行うこ

とが可能となった。

そして最大では、

2.5ha の水田とし

て耕作された。 
角来工区に隣

接する臼井第一

工区では、角来

工区での経験を

活かし て 、小排

水路を管路化す

ることは同じであ

るが、その配置を変えた。小用水路も小排水路も道路際に

持って行ったのである。これによって、圃場内には障害物

が一切なくなった。この場合も、所有単位の長辺長は

100m のままである。暗渠管は５本の吸水渠を下流側で束

ね、小排水路に接続している。また給水栓、排水枡も最小

限の配置としている。 
これらの成功を契機に、近隣の工区でも同様の用排水

施設が整備され、農道ターンを考慮して道路標高を低くし

た工区もある。 
さらに角来工区および臼井第一工区では、排水用の暗

渠管に用水を接続し、畑作時に地下灌漑を試み、有効性

を確認している。この灌漑装置は極めてシンプルなもので

あり、後に開発された FOEAS のように多くの機能を有して

いるわけではないが、畑作時の均一な水分補給を成功さ

せている。 
 
営農規模の拡大 

圃場整備事業にあたっては、ハード面の整備だけでは

なくソフト面の計画も重要である。事業の種類も多様化して

いるが、たとえば経営体育成基盤整備事業においては、

規模拡大を志向する農家を選定した上で、整備後の営農

規模拡大計画を立てるとともに、換地において集団化が配

慮される 2)。 
群馬県の A 地区では経営体育成基盤整備事業が行わ

れ、2012 年度に完了した。個人営農農家および自家消費

型農家の耕作地を規模拡大農家に集めることで、10ha 規
模の経営体を 3 つ育成する計画が立てられた。このうち規

模拡大農家 2（以降 B さんと称する。）について、細かく見

てみよう。同農家は、もともと未整備水田（一部は 1 反区画

での整備済み水田）において、ばらばらに立地する水田で

耕作していた。換地計画にあたっては、B さんの所有農地

を集団化するだけではなく、B さんに耕作を委託する農家

の農地を近くに配置することとした。こうした配慮は B さん

に対してだけではなく、すべての規模拡大農家に対しても

考慮された。規模拡大農家の土地を出来るだけ近隣に配

置し、集団化を目指している。 
このことは、規模拡大農家を優遇し、個人経営農家およ

び自家消費型農家を切り捨てたわけではない。規模拡大

農家の土地が集団化することによって、それ以外の土地も

ある範囲に集まることになるからである。 
前項で述べたとおり、水田整備による低コスト化･営農改

善はハード技術と営農実践（ソフト技術）とが協調しあって

達成される。大区画整備というハード技術が先行しても、

耕作単位が小さいままといったように営農改善が追いつか

ないのであれば、大区画整備されたところが細分利用され、

整備効果が十分に発揮されない。 
埼玉県の C 地区では、営農単位にかかわらず、１圃区

の中に畦は入れないという合意形成が行われた。その結

果、１圃区内で２以上の経営者がいる場合も、水管理は１

圃区内一斉となる。このことは、土地利用集積を推進する

要因ともなっている。しかし各圃区を見てみると、各農家の

意向が異なり、調整の工夫が必要とされている。受委託が

極めて少ないブロックについては当該耕区のみが対象と

なるし、全耕区が受委託を行っているブロックについては

ほぼ一括の管理になるため、特段の議論は必要ない。 
議論すべきは、受委託状況が中間段階にある圃区であ

り、図-３に受委託状況の異なりを示す。圃区③は全耕区が

委託しているものの、代かきのみが殆どを占めており個別

耕作に近い、稲刈りの日時など個々の事情を反映して、か

なりのばらつきがある。圃区②は圃区③に近いが、圃区③

よりは全作業委託が多い。圃区⑦は、全作業委託は約 
1/3 であるが、代かき以降の委託が残り全部であるので、

代かき以降は全部が委託されている。この圃区の農作業

は、受託側のオぺレータの裁量が大きく、生育状況を見て、

同一耕区内での稲刈り時期を一部変更するなど、臨機応

変に対応している 1)。 

図-３ １圃区内での受委託状況の異なり 
 

SRI という稲作とその普及 
 
SRI の効用 

SRI は、System of Rice Intensification と呼ばれる稲作法

である。この稲作法は、フランス人のロラニエ牧師･農学士

がマダガスカルの農村において 1983 年に発見・実用化し

たものである。ノーマン・アポフ教授（コーネル大学）はもと

もと発展途上国の農村の社会関係資本などを研究してい

たが、この農法を知って以降、SRI の研究・普及に尽力し、

また各国の賛同者を得て、SRI は現在 40 か国以上で実践

されている 3)。 
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 SRI が世界に広まって以降、各地域の気候・水環境・農

民意識に合った方法が模索されているが、当初の提案は、

以下のようであった。すなわち、①出芽後１週間程度の乳

苗を、②30cm 程度の広い間隔で、③１本植えし、④栄養

成長期に連続湛水せず間断灌漑を行う。さらに、⑤有機

肥料を原則とすることも多い。これらの方法によって、 種
籾量と灌漑用水量を大幅に削減できることは異論のないと

ころであろう。くわえて、収量が大幅に増えるという報告が

多くあり、SRI の宣伝文句となった。 
SRI はこのような特徴を持っているが、2000 年代前半に

は、「収量は増えない、むしろ減る。」「SRI は科学的に検

証されていない。」という論文が国際誌に掲載され、雑誌

上で激しい論争となった。その後、論点が整理され沈静化

したが、こうした歴史を持つ SRI は、現在においても、歓迎

される国、無視される国、さまざまである。 
これまで SRI が普及してきた国・地域では、多くの農作

業が手作業によって行われている。ここに SRI を導入する

と、さらに除草労力が増えるため、相当な収量増がないと

歓迎されない。 
機械化稲作が進んだ国で SRI が導入されるためには、

一連の農作業のすべての機械化が不可欠である。乳苗の

疎植は概ね可能となっているが、除草機械は開発が始ま

ったばかりである。減農薬・無農薬の流れのなかで除草は

合鴨や生物農薬も考えられるが、大規模での実施は機械

的に行うしかない。また大区画水田での実践のために、 
圃場内の溝や用排水方式の検討も必要である。 
 
間断灌漑による GHG 排出抑制効果 

SRI 農法は栄養成長期に連続灌漑ではなく間断灌漑を

推奨しており、その結果、根の発達が著しく、分げつ数、茎

の太さにも好影響を及ぼす。加えて、メタンの発生量が抑

えられることから、温室効果ガス（GHG）排出の抑制効果が

期待できる。 
水田からのメタン発生量の測定は、1970 年代よりおこな

われていていたが、SRI を対象とした国内での比較実験は、

木村によるものが最初と思われる。筆者らは、インドネシア

国ロンボク島プユンに実験区画を設置し、苗の葉令、苗の

本数、灌漑方式を設定して比較試験をおこなった。その試

験に合わせて、メタン（NH4）および亜酸化窒素（N20）の排

出量を測定した。同様の試験を、柏市の水田でもおこなっ

た。その結果、メタンおよび亜酸化窒素の温室化効果を二

酸化炭素相当で示すと、いずれの試験においてもおよそ

半分になった。柏市の水田では、化学肥料と有機肥料とで

比較し た と

ころ、有機

肥料によっ

て増えた排

出 量 が 、

SRI であれ

ばほぼ同等

の量に抑えられるという結果を得た。 
その後、柏市の農家水田、いわき市農家水田でも比較

試験をおこなった。農家水田では、完全な間断灌漑の導

入は出来ず、浅水灌漑を採用した。湛水深の経時変化は

図-５の通りである。この実験でも、浅水灌漑での GHG 排

出量は強く抑制された。 

図-５ 連続灌漑（B 圃場）と浅水灌漑（A 圃場）での湛水深 

 
ベトナムでの SRI 米プロジェクト 
 
ベトナムの SRI 
ベトナムにおいても 2000 年頃より政府主導で SRI 導入

が推進されたが、労働量が増えることから、農民にとって容

易には受け入れがたいものであった。加えて、ベトナムに

おいては、地域の農民が全員一致で合意しなければ、新

しい稲作法を始めることができない。というのも、社会主義

国であるベトナムでは土地は全て国家に属し、農家世帯に

平等に農地の使用権が分配されている（改定土地法、

1993）。北部の紅河デルタ地域では１世帯当たり 0.3〜
0.4ha の農地が３〜４か所に分散された形態で分配されて、

１枚の水田を多くの農民が使っているため、水管理を自分

勝手に行うわけにはいかないのである。そこで水管理を担

う農業組合、そのリーダーたちに理解してもらうことがまず

必要で、そのリーダーが組合員である農民を納得させられ

ないと、SRI を始めることはできない 4)。 
 

PAMCIプロジェクト 
井上は2009年以来、ベトナム紅河デルタ、ハノイ近郊の

異なる集落営農体制を有する３つの集落で、地域社会研

究を行ってきた。この研究の進展と現地での農民意識の醸

成を背景に、東京大学農業環境学研究室は、JICA 草の

根資金を得て「ハノイ市農村部における環境保全米の生

産・管理強化計画（PAMCI-SAFERICE 事業：Production 
and Marketing Capacity for Sustainable Agriculture, Farmer 
Empowerment, Rice Improvement, and Cleaner Environ-
ment）」に取り組んだ。具体的には、事例３集落において、

①低投入型稲作技術としての SRI 農法の技術移転、②ト

レーサビリティ確保・品質管理・消費者への直売を含む集

落ビジネス能力向上、を目標としたアクションリサーチ事業

である。 
 対象としたハノイ市チュオンミー郡 A集落、ミードゥック郡

B 集落および C 集落は、2008 年にハノイ市に統合される

まで紅河デルタでも最大の水田面積を有した旧ハタイ省

に位置する。３集落の特徴は次の通りであった。A 集落は
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「集落が主体的に技術移転を行う体制が取られていた」の

に対し、B 集落は「農協から個別農家への情報共有」、C
集落は「農協よりも行政から個別農家への指導が主」であ

った。また、対象地の農家は、事業開始前は、自給を主目

的とした稲作を行い、余剰分を仲買人や農協に籾の状態

で販売していた状況にあった。 
紅河デルタ地域では、春作、夏秋作の２作期に稲作が

できる。PAMCI-SAFERICE 事業実施期間は、2012 年夏

秋作から 14 年夏秋作までの合計５作で、事業実施体制と

して、日本人の東京大学農業環境学研究室構成員がベト

ナム国家農業大学関係者に技術移転を行い、その後、両

者が共同で対象地受益者に対して技術移転を行い、徐々

に集落が単独で独立・継続実施できるような出口戦略を見

据えた事業展開を図った。 
 また、事業実施プロセスとして、①毎期播種前に事業参

加者の意志確認、②収穫・計量後の収量や販売状況確認

のためのフィードバック会合開催、を３つの集落を管轄する

農協、集落リーダー、個別農家とともに行った。加えて、事

業開始前までに行っていた自治体制に関する研究成果を

踏まえ、営農や販売に関する活動については、農協のな

かでも「集落」を単位として組織化を図ることを予定してい

た。 
 しかし、想定通りに対象地関係者によって進められたの

は、A集落のみであった。B集落では、農協執行部が集落

単位で独立した活動を行うことを許さない政治的圧力がみ

られ、農協が参加を認める個別農家の集まりで事業を行う

も、農地再分配が 2014 年にあったこともあり、参加農家の

組織化が不可能となり、それ以上の展開が見られることは

なかった。C 集落については、行政・農協ともに新しく導入

する SRI 農法に対するリスクを回避する意志が見られたが、

採用意欲のある農家が個別に参加し、成果を見せるように

なると、行政・農協ともに SRI 農法を率先して普及させる取

組を行うようになった。 
 また、農法の採用と普及については、販売価格から多大

な影響を受けた。事業開始当初は、無農薬と化学肥料に

ついて 50％削減した「低投入 SRI」と無農薬・無化肥の「有

機 SRI」の技術移転を行ったが、販売価格が高い「有機

SRI」に需要が集中した。その結果、労働コストが高く、収

量も比較的低いにもかかわらず、農家が有機 SRI 農法を

好むようになった。 

      図-６ A集落でのプロジェクト実施状況 

集落単位でまとまった活動を行った A 集落では、集落

全体でのトレーサビリティ確保体制、販売活動が可能とな

った。このために、集落を単位とする農家グループから消

費者への直売方式をとることができて、集落内における雇

用機会の創出と増収が実現した。こうして、販売が円滑に

進むにつれて、集落内での参加農家数が飛躍的に伸びる

結果となった。 
 本事業は 2015 年に終了したが、終了以降も活動は定着

し、むしろ A 集落と C 集落では広がりを見せている。図-６
には、A 集落の販売参加農家数と販売対象作付面積とを

示したが、事業実施期間は 2015 年２月までであり、同年春

作以降は事業外である。事業終了以降も、隣接集落から

の参加者も得て、広がりを見せている。 
 以上を簡単にまとめると、栽培面では有機 SRI によって

収量が減ったが、販売価格は２倍以上となり、収益性は向

上した。また化学農薬を使用しないことによって、 コメの安

全性が向上するとともに、農民自身の健康にも心配がなく

なった。さらに、農家集団のマーケティング能力も大いに

向上した 5)。 
 
おわりに 
 

SRI という名称での稲作は、わが国では殆どおこなわれ

ていない。しかし SRI の各要素には日本で生まれ磨いてき

た技術も多い。今後は、有機農業と組み合わせ、スマート

技術を取り入れた日本型 SRI 稲作の構築との実用化をめ

ざしたい。また中山間地域、棚田地域に適合する技術と普

及も重要である。 
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数式モデリングを根底に置く化学反応プロセスの開発に関する研究 

 
白石文秀 

 
九州大学名誉教授 

                                                                             
要旨 

日本では，数式モデリングなどの理論的研究を軽視する傾向がある．しかし，私は 40 年以上にわたり実験と理

論の両方を駆使して研究を行ったことで，まったく異なる分野の様々な問題を解決することができた．これは，構

築した数式モデルの計算により反応システムのより正確な理解と，得られた情報に基づく効率的な実験の組み立て

と実行が可能となったことによる．本稿では，数式モデリング技術を根底に置くことで大きな成果を収めることが

できた化学反応プロセスに関する私の代表的な 4 つの研究（固定化酵素反応の見かけの速度パラメーター，超高精

度数値計算法，大規模代謝反応ネットワークの超高精度計算ソフト，高性能空気浄化装置）の概要を述べる． 
                                                                             
キーワード 
数式モデリング，固定化酵素，超高精度数値計算，大規模代謝反応解析，空気浄化装置 
 
緒言 

 
 日本では，数式モデリングなどの理論的研究を軽視

する傾向がある．しかし，私は 40 年以上にわたり実験

と理論の両方を駆使して研究を行ったことで，まった

く異なる分野において様々な問題を解決することがで

きた．これは，数式モデルを構築して計算することによ

り反応システムを正確に理解できたこと，得られた情

報に基づき効率的な実験の組み立てと実行が可能にな

ったことによる．本稿では，数式モデリング技術を基盤

とすることで大きな成果を収めた化学反応プロセスに

関する私の代表的なつぎの 4 つの研究を概説する． 
1. 固定化酵素反応の見かけの速度パラメーターの一

般式提出とその特性の完全解明（理論と実験） 
2. 超高精度数値計算法の開発（理論） 
3. 大規模代謝反応ネットワークに定常状態および動

的状態感度の超高精度計算ソフトの開発（理論） 
4. 高性能空気浄化装置の実用化（実験と理論） 

 
固定化酵素反応の見かけの速度パラメーター

の一般式導出とその特性の完全解明 
 
 固定化酵素とは，酵素の特異な触媒機能の繰り返し

使用を可能にするため，酵素を様々な方法で固体材料

などに固定化したものである．1950 年代後半から 1990
年頃まで，世界中で固定化酵素の実用化研究が行われ

た．同時に理論的研究も精力的に行われた． 
基質濃度を S で表すとき，水溶液に溶解した酵素の

反応速度 は Michaelis-Menten 型式 
m

m

V S
S K

 (1) 

で記述される．式中の 2 つの速度パラメーター（最大

反応速度 Vmと Michaelis 定数 Km）の値は，基質初濃度

S0を様々に変えて測定した反応初速度  0を，(1)式を線

形化した式へ適用して得られる直線の勾配と切片から

決定される．一方，イオン交換樹脂，活性炭粒子などの

担体の外表面や細孔内に固定化した酵素を用いて初速

度を測定し，これらのデータを線形化式と同じ関数関

係で表したプロットは曲線になる．これは反応速度が

反応場の環境因子により影響を受けるからである．研

究者らはこの曲線プロットを直線と見なし，その勾配

と切片から固定化酵素系の速度パラメーターを決定し

た．しかし，これらはみかけの値 Vmapp，Kmapp である．

ここで研究者の興味は，遊離状態の Michaelis 定数 Km

が酵素を固定化したときにどのように変化するかを解

明することにあった．このため，異なる酵素を使った

り，同じ酵素を異なる担体に固定化したりして Kmapp の

測定を行い，これらを Kmと比較した論文が数多く報告

された．実験的研究と並行してKmappの式が提案された．

しかし，これらはある限定条件のもとで導かれた近似

式であった．また，酵素は通常，担体の細孔内に固定化

されていたが，これらはすべて表面固定化系に対する

式であり，ゆえにデータ解釈への使用に無理があった． 
私は大学院生のとき偶然にも従来とは全く異なる考

えで見かけの速度パラメーターの一般式を導出した（白

石; 1990, Shiraishi; 1992）．固定化酵素の反応速度は，触

媒有効係数 Efと液本体の基質濃度 Sbを使い， 
m b

f
b m

V SE
S K

 (2) 

と表される．(2)式を線形化プロットの関数関係 

 b
b

f m m

1 1 1S S
E V K

 (3) 

で表すと，図 1 のような曲線が得られる． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 固定化酵素反応見かけの速度パラメーターの概念 
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私は，この曲線に対する接線を各基質濃度での線形化

プロットとみなし，直線の勾配と切片から得られる速

度パラメーターを見かけの値と定義して次式を得た． 
2

app f
m m 1 m

f
f b

b

( 1)

EV V V dEE
d

 (4) 

 

f
f b b

app b
m m 2 m

f
f b

b

( 1)

( 1)

dEE
dK K K dEE

d

 (5) 

ここで， 1= Vmapp/Vm， 2= Kmapp /Km， b= Sb/Kmである．

本式の特長は，1）一般式なので，反応場の環境因子（基

質の拡散抵抗，静電場，担体形状，酵素活性分布など）

が速度パラメーターへ及ぼす影響を忠実に表現できる，

2）Kmapp だけでなく Vmapp も計算できる，3）反応場環境

の反応速度への影響が Vmと Kmへ正確に割り振られ 

 
app

m b m b m 1 b
f app

b m b m b m 2

V S V S V SE
S K S K S K

 (6) 

となる，4）表面固定化系では解析的な式が得られる

（Shiraishi et al., 1995），という点にある．例として，細

孔内拡散抵抗のみが存在する場合と，拡散抵抗と静電

的相互作用が共存する場合の Vmapp と Kmapp に対する計

算結果をそれぞれ図 2，3 に示す． 
 

 
図 2 細孔内固定化酵素反応の見かけの速度パラメーター（拡

散抵抗のみが存在する場合） 
 

 
図 3 細孔内固定化酵素反応の見かけの速度パラメーター（拡

散抵抗と静電場が共存する場合） 
 
このような計算により，1）Vmapp，Kmapp は基質濃度の関

数として変化する，2）担体と基質間に引力が働くとき

Kmapp<Km，斥力が働くとき Kmapp>Kmとなる，3）拡散抵

抗が大きいほど Kmapp は Kmより大きくなる，4）担体内

部の酵素活性が担体表面に分布するほど，KmappはKmに

近くなる，などの特性を明らかにした．さらに，固定化

酵素粒子を充填した層へ基質溶液を連続的に供給しな

がら反応を行う充填層型反応器の見かけの速度パラメ

ーターについても一般式を導出した（Shiraishi et al.; 
1996）．以上，固定化酵素反応の見かけの速度パラメー

ターに対して一般式を導出することで，本パラメータ

ーの挙動を完全に解明することができた． 

以上の研究の詳細は拙著を参照されたい（白石; 1997）．
一方，(4)，(5)式を使って見かけの速度パラメーターを

正しく計算するには，高度な数値計算技術が必要であ

った．式には数値計算が難しい触媒有効係数Efのほか，

Efの βbによる微分値が含まれており，これらを高精度

で求めなければ，図 2，3 中の曲線を描くことができな

かった．この困難な課題の克服のため始めた研究が，つ

ぎに述べる超高精度数値計算法の開発へとつながった． 
 
超高精度数値計算法の開発 

 
 数値計算値には必ず計算誤差が含まれる．計算がス

ムーズに行われても，コンピューター画面に表示され

る数値がいつでも正しいという保証はない．数値計算

は誤差との闘いである．私の興味の一つは連立常微分

方程式を精度よく解くことにあり，このためにはTaylor
級数の利用が不可欠であった．Taylor 級数によれば，

x=xにおける関数値から構成される級数の値を無限まで

足すと，x=x+Δx における関数値が理論的に正しく求め

られる．しかし，このような計算は実際には不可能であ

り，通常は 4 次微分項までの級数和で代用される．し

かし，このような低次の項の近似計算では，信頼できる

解をいつでも得ることができない．そこで，計算精度が

落ちない項まで級数和を求めながら計算を進めるTaylor
級数法の開発に挑んだ（Shiraishi et al.; 1995, 1996, 2001）． 
 Taylor 級数法の性能の高さを，固定化酵素反応に対

する 2 点境界値問題に基づき説明する．水溶液に溶解

した基質は球状粒子の内部へ流入した後，細孔内を拡

散する．このとき，基質は粒子内に固定化された酵素の

作用を受け，生成物へ変換される．これにより，担体内

には放物線状の基質濃度分布が生じる．図 4 は，直交

選点法（従来法）と Taylor 級数法により求めた解を比

較したものである．0 から 1 までの横軸は担体の中心か

ら表面までの座標，縦軸は無次元化した基質濃度を対

数軸で表している．計算は有効数字 16 桁の倍精度で行

った．既往の直交選点法では大きな計算誤差が生じる

ため，計算値は 10 10程度から低下しない．一方，Taylor
級数法では，担体中心濃度が 10 308の付近まで著しく低

下する本計算条件下での現象を正しく表している．精

度検証により，この計算値は，担体中心でも 13-15 桁正

しいことがわかった（Miyakawa et al.; 1999a & b）． 
実際には計算値は上位 3 桁だけ正しければ十分であ

る．しかし，常に信頼できる計算値を得るには，丸め誤

差程度（有効数字 15 桁程度）の高精度で計算しなけれ

ばならなかった．私が超高精度計算にこだわったのは，

この理由による． 

 
図4 固定化酵素の細孔内基質濃度分布に対する Taylor 級数法

と直交選点法(従来法)による計算値の比較 
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大規模代謝反応ネットワークの定常状態およ

び動的状態感度の超高精度計算ソフトの開発 

 
 生物の生命維持を司る代謝反応は複雑なネットワー

ク構造を持つ．この反応ネットワークの理解は多くの

研究の起点になる．しかし，その特徴を実験だけで解明

することには限界があり，理論的手法の導入が要望さ

れてきた．しかし，つぎのような課題がある；1）複雑

で多様なサイズや構造のネットワークに対して数式モ

デル（微分方程式モデル）をいかに構築するか，2）得

られた式中のパラメーターを実験データからいかに決

定するか，3）常に信頼できる情報を得るため，微分方

程式モデルをいかに精度よく解くか，である．これまで

に 1）と 3）は解決済みで，2）は現在進行中である． 
 代謝反応システムを解析する場合，最初にモデル式

を構築し，次にこれを用いてコンピューター上で計算

を行う．数式モデル構築は，バイオケミカルシステム理

論（BST）により系統的に行う（白石; 2005, Shiraishi & 
Savageau; 1992a-d, 1993）．システム方程式は S-system 型 

1 1

ij ij
n m n m

g gi
i j i j

j j

dX X X
dt

 

または GMA-system 型 
 

1 11 1

ijk ijk
p qn m n m

g hi
ik j ik j

k kj j

dX X X
dt

 

と呼ばれるべき乗則型式で表す．ネットワークシステ

ムの特性は，感度値の大きさを検討することで効率よ

く明らかにすることができる．BST では多くの種類の

代謝物と流束に対する感度（対数ゲイン，速度定数感

度，反応次数感度など）が定義されているが，これらの

値をいつでも正しく計算するには，信頼性の高い数値

計算法を構築する必要があった．このため，私は大規模

なネットワークシステムにも使用できる定常状態およ

び動的状態における感度値を超高精度で計算する二つ

のソフトウエアの開発に挑んだ． 
 代謝物濃度が変化せず一定となっている定常状態で

の感度計算のため，iCOSMOS（improved Computation of 
Sensitivities in Model ODE Systems）を開発した（Shiraishi 
et al.; 2014）．本ソフトでは，各流束式とネットワーク

情報を与えることで，定常状態値から感度値と固有値

までの計算を自動的に行う．計算値は超高精度（有効

数字 13~15 桁）で得られる．例として，図 5 に iCOSMOS
を粘菌のTCAサイクルモデルへ適用した際の対数ゲイ

ン（酵素活性の無限小変化に対する代謝物濃度の百分

率変化）を示す．バーの高い箇所は，酵素活性のわずか

な増加により代謝物濃度が大きく変化することを意味

する．これにより，TCA サイクルの入口にあるピルビ

ン酸，アセチル CoA の濃度が大きな影響を受けること

がわかる． 
 

 
 

図 5 粘菌の TCA サイクルモデルの対数ゲイン 

 一方，システムによっては定常状態がなかったり，定

常状態が存在しても代謝物濃度が変化して最終的に一

定となるまでの期間の解析が重要であったりすること

がある．このときの時間とともに変化する感度（動的感

度）を超高精度で計算するため，SoftCADs（Software for 
Calculation of Dynamic Sensitivities）を開発した（Shiraishi 
et al.; 2009）．これらを使い，これまでに多くの代謝反

応システムの特徴を明らかにした．たとえば，SoftCADs
を芳香族アミノ酸合成モデルへ適用した（Sriyudthsak et 
al., 2015）．その結果，動的感度が酵素活性の変化直後に

定常状態感度よりも非常に大きな値を取ることがわか

り，常状態だけでなく，動的状態での感度の検討が重

要であることを明らかした．以上のソフトは，代謝物濃

度が数百，数千からなる大規模ネットワークシステム

へも適用可能である（Miyawaki et al.; 2020）． 
 
高性能空気浄化装置の実用化 
 
私たちの住空間は様々な化学物質により汚染されて

いる．VOC による空気汚染問題に対処するため，多く

の会社から様々なタイプの空気清浄機が市販されてい

る．しかし，そのほとんどは 1ppm（1m3 の空気中に 1cm3

のVOCガスを加えて混合したときの濃度）以下のVOC
の濃度を低減できない．その原因は，1ppm という濃度

が 100 万個の空気分子中に 1 個の VOC 分子を含む状

態であり，VOC 処理が著しく困難になるからである．

環境指針値はその 1/10 程度に設定されているので，既

存の空気清浄機のほとんどは環境指針値をクリアでき

ない．私は1990年代半ばに光触媒反応の研究を開始し，

以来，空気浄化の研究を理論と実験の両面から精力的

に行ってきた．その結果，5 年ほど前に空気浄化装置の

実用化に至った．この成功には多くの実験データを積

み重ねて，境膜拡散抵抗の存在と単位表面積当たりの

不十分な光強度が光触媒反応を低下させていることを

突き止め，これらの問題を除去できる並列管型構造の

装置（図 6）を開発したことによる（Shiraishi et al.; 2003, 
2005a & b）．このとき数式モデリングが大きな研究推進

の基盤技術となったことは言うまでもない．本反応器

によれば，様々な VOC の濃度を原理的にガスクロの検

出限界（50ppb）以下まで低下させることができる（図

7）（Shiraishi et al.; 2017）．現在，果物などが大量に放出

するエチレンの分解による農産物の鮮度保持など，様々

な分野への応用を図っている（Shiraishi et al.; 2021）． 
 

 
 
図 6 並列管型反応器の基本構造と光触媒反応の低減因子 
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図 7 並列管型光触媒反応器による 1m3空気中のホルムアルデ

ヒドの分解（左；活性炭吸着，右；光触媒による分解） 
 
結言 
 

 数式モデリングは研究推進における強力な基盤技術

であり，システムの本質を理論的に理解することで実

験を効率よく推進する際の有用なツールである．よっ

て本技術を習得し，実験の場への導入を推奨する． 
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生物環境工学における ICT に関わる研究 

 
羽藤堅治 

 
愛媛大学 大学院農学研究科 

                                                                             
要旨 

愛媛大学の環境工学関連の研究室では，植物の生育環境を工学的手法に基づいて調節し，植物の栽培における最適

環境を求めるための研究を行ってきた．植物を育てる最適環境条件をどのように求めるかが重要である．Speaking Plant 
Approach（SPA）は，これら最適条件をえるため各種センシング技術を用いて計測を行い，そのデータを元に植物の状態を

推定し，その結果を基に最適に環境を制御すると手法である．これを実現するためには，センサーなどのデバイスやその

出力信号を解析するコンピュータプログラム，さらに解析結果を基に最適制御するための複雑な制御アルゴリズムの開発

などが必要である．近年では，コンピュータのハードウェアの進歩に伴いＡＩ技術の急速な進歩を遂げており，様々な研究

成果が実用化されてきている．また，植物工場などの制御統合システムの発展にはＩＣＴ技術の利用も必要不可欠である．

筆者はこれらの研究を進めてきているが，ＡＩを利用した知能的システム制御を中心に研究成果について紹介する． 
                                                                             
キーワード 
植物工場，画像処理，人工知能，スマート農業，Speaking Plant Approach 
 
緒言 

 
植物工場では，環境条件の積極的かつ効果的な制御

による作物の成長促進や高品質化が強く望まれる．たとえ

ば，環境条件を好適に維持して光合成，成長量，栄養成

分などを増大させる，水欠乏を抑制するなどである．通常

はこのやり方が主体であるが，逆に，環境ストレスを与える

ことでも成長促進や高品質化が期待できる．これらをどの

ように実現させるか．従来のように，環境条件をあらかじめ

決められた値（最適な値）に常時一定に保つだけでは，正

常な生育はできても，もちろんこれでも十分かも知れない

が，成長促進や高品質化はあまり望めない．やはり，その

ときの植物の状態や特性に基づいて環境条件を積極的か

つ適切に制御する必要があると思われる．この概念をＳＰ

Ａ（Speaking plant approach）と称し，現在急速に広まりつつ

ある． 
制御対象である作物の生理生態的な反応は非常に複

雑かつ曖昧であり，時間的に変動する．これは，生体が細

胞，組織，酵素，ホルモン，各種イオンなど非常に多くの

要素から成り，それらは多種多様であり，お互いに関連し

合い，時間的に変動するからである．また，生理的な反応

プロセスにおける各要素の入出力関係は強い非線形特性

を持つが，カオスの概念から，これら非線形どうしの反応が

重なるとトータルとしての反応は不規則（予測不能）になる

場合が多いからである．さらに生体は環境変動に柔軟に

対応する適応性を保つため，分子及び細胞レベルでもとも

と微妙に変動するゆらぎを持っており，このことも複雑性の

要因となっている．これらのことから，作物の栽培システム

は大規模，時変，非線形，ゆらぎ特性をもつ複雑システム

といえる．たとえ同じ条件で植物応答を計測したとしても，

２度と同じ値は得られないであろう．さらに，太陽光を利用

する植物工場では，光強度などの気象条件が不規則に変

動するので，これを加味すると，温室の制御システムはさら

に複雑さを増すことになる． 
このような複雑な問題を解決する方法として，近年では

コンピュータの発達に伴って高度な人工知能（ＡＩ）の開発

が進み，あらゆる面での活用されている．そこで，ＡＩを使っ

た知能的な方法論としてエキスパートシステム，ニューラル

ネットワーク，遺伝的アルゴリズムを取り上げ，複雑な農業

生産システムでの最適化と制御の応用例を中心にＡＩ利用

について紹介する． 
 
植物の最適生育を目指す環境制御システム 
 
植物工場における植物の最適な環境制御については，

対象植物の生育ステージやそれまでの栽培の影響を受け

最適値が変化すると考えられる．また，最適値と判断する

ためのパラメータの決定とその値を決めることも重要である．

特にリアルタイムの制御を考える場合は，計測項目を制御

パラメータとして考えると理想的な最適制御が可能となるか

を見極める必要がある． 
 作物の栽培期間は３～６ヵ月と非常に長く，その間制御

対象である作物の生理的反応および形態的特性は成長

に応じて大きく変化していく．このため，栽培管理は多種

多様となり，それぞれ非常に複雑な様相を呈している．ま

た，全生育ステージにおいて，環境（栽培管理を含む）の

影響を受けやすい時期（たとえば育苗期，開花期，着果期，
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果実肥大成長期等）とそうでもない時期があるが，前者は

栽培管理上重要な時期であり，環境制御を積極的に行っ

た方が良い結果につながる可能性が高い．この観点から

みると，環境制御は，常に厳密に制御するのではなく，通

常は大雑把に管理し，重要な生育ステージのみに最適に

制御する方が得策と思われる．このような制御システムで

は，目的に応じて制御を分担する階層的制御システムが

有効であると考えられる． 
 
階層的および知能的な最適制御システム 
 
階層的および知能的方法論を実際の栽培にどのように

利用するか．図１は筆者らが提案する階層的な知能的最

適環境制御システムである（羽藤ら 1990, Morimoto ら 
1996）．階層性については，植物工場内の環境を目標値

に制御するフィードバック制御システムをベースに，２層の

（階層的な）目標値決定システムが組み合わさる．フィード

バック制御システムは，環境条件を与えられた目標値に制

御するもので，植物はその環境によって制御される．２つ

の目標値決定システムは長期間および短期間の目標値列

を決定する．通常は長期的な目標値決定システムが稼働

して大雑把に環境制御するが，重要な生育時期（育苗期，

開花期，果実肥大成長期など）になると短期的な目標値決

定システムが稼働し，厳密にオンライン制御する．両者とも

植物応答に基づいて最適な目標値列が決定されるが，とく

に短期間のオンライン制御では，生育に伴って状態（特性）

が変化するので，その都度，作物の状態を把握する必要

がある．本システムは，最適制御だけでなく，生育ステージ

に合わせて，環境－植物応答の時系列を計測して入出力

関係を把握（ここではモデル化）し，それに見合う制御（適

応制御）も行える構造となっている． 

図１ 階層的および知能的な最適制御システム 
 
知能的方法論については，最適化を実現するのに使わ

れる．長期的な目標値決定システムにはエキスパートシス

テムが適用され，知識ベースと推論から全栽培期間にわた

る最適な環境の目標値列を決定する．また，生育診断や

病害診断による対処等も行われる．知識ベースは栽培を

繰り返して経験を積むことで知識を増やし，また推論は「も

し．．．ならば，～である」という３段論法で，そのときの植物

の状態，培養液の状態，気象状況等から最適な環境条件

が決定される． 
一方，短期的な目標値決定システムには，ニューラルネ

ットワークと遺伝的アルゴリズムが適用され，最適な環境の

目標値列が決定され，環境条件が厳密に制御される．そ

の方法は，まずニューラルネットワークを用いて，そのとき

の環境－植物応答の時系列を計測し，それを学習してモ

デルをつくり，次にそのモデルのシミュレーションから，遺

伝的アルゴリズムを用いて，出力（これが目的関数となる）

が最良となる環境の l-段階の目標値列（最適値）を求める．

なお，モデル化については，生育に伴う状態変化に対応

するため，その都度，環境－植物応答を計測して新しいモ

デルをつくる．この目標値決定法については次の考え方

による．筆者の観点となるが，「新種の作物を使ってどのよ

うに栽培したらよいか」を例に人間の栽培における思考プ

ロセスを考える．対象が未知なので，まずいろいろな試行

を行って，失敗と成功を繰り返し，それらを学習することで

頭の中には入出力に関わるメンタルモデルがつくられ，行

った操作（入力）とそれに対する栽培結果（出力）の因果関

係を把握する．これらの動作は，ニューラルネットワークを

用いて，実際に計測された入出力データを学習しモデル

をつくることに対応する．次に，この因果関係をもとに，い

ろいろな思考を巡らし，「どうしたら最も良い結果が得られ

るか」という最良の操作（最適値）を探索する．これは，つく

られた精神的モデルを使って，いろいろな操作に対する栽

培結果を予測し（シミュレーションを行い），その中から結

果が最良となる操作を選ぶことを意味する．もちろん，この

とき蓄積された知識等も利用されるが，ここでは省く．これ

らの動作は，ニューラルネットワークモデルのシミュレーショ

ンから，それは膨大な数の入力に対する出力の応答が得

られるが，遺伝的アルゴリズムを使って，結果（出力）が最

良となる入力を求めることに対応する． 
 

トマトの養液栽培における培養液濃度(EC)
の最適化制御 
 
筆者らが提案する階層的な知能的最適制御システムを実

際の養液栽培に適用してみよう．養液栽培は土耕栽培と

比較して，根圏の環境が自由に制御できるので，肥料濃

度，イオン組成，液温等の適切な制御による成長促進や

品質改善が期待できる．このため，植物工場での栽培方

式に有効といえる 
培養液濃度は，作物の成長を制御する１つの重要な操作

量である．ここでは，ＮＦＴトマト水耕栽培において，トマト

の成長が良好となるように，培養液濃度（ＥＣ）を最適に制

御した例を紹介する．操作量（入力）は培養液濃度，制御

量は下記の最適化問題で示すような植物応答（出力）であ

る． 

フィードバック

制御器
環境 植物

システム同定による

モデリング

（ニューラルネット

ワーク）

動的最適化による短期間の最適な

l-ステップの目標値の決定

（遺伝的アルゴリズム）

目標値

知識ベース及び推論による全生育期間の目標値の

決定、生育診断、病害診断

（エキスパートシステム）

短期的な最適目標値決定システム

長期的な最適目標値決定システム

＋
－
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最適化を実現するには，コンピュータ処理できるように，ま

ずシステムの入出力変数や最適化問題（何を最大または

最小にするのか，入力等の制約条件）等を定式化しなけ

ればならない． 
培養液濃度を成長に応じてどのように変えたら最良か．そ

れは通常，栽培者が作物の成長に応じて，また生育状況

を見ながら徐々に上げていく．たとえば，0.8－1.0－1.5－
2.0 －3.0 mS･cm-1 のようである．しかし，養液栽培では作

物の根が常時培養液に浸かっている場合が多いので，栄

養を常に吸収しやすい状態にあり，このため栄養成長の

方が活発に成りやすい傾向にある．そうすると生殖成長が

抑制気味となり，肝心の果実の成長が低下する．ここでは，

全生育期間にわたる長期的な場合と育苗期に限定しての

短期的な場合に分けて最適化を検討した． 
 
(1) 全生育期間にわたる長期的な最適化問題 
全生育期間にわたる培養液濃度の最適化問題は，エキス

パートではないふつう栽培者が，トマトの生育状況，培養

液の状態，気象状況などをみながら，栄養成長と生殖成

長のバランスが良くなるように，成長に応じて適切な培養

液濃度の目標値を順次決定することである．これには，エ

キスパートシステムが使われ，推論により適切な目標値が

決定される．制御はこれに基づいて行われる． 
 
(2) 重要な生育期間（育苗期）における短期的な最適化問

題 
重要な生育時期の１つとして育苗期がある．果菜類の栽培

では，苗半作と言われるように，苗のでき具合がその後の

成長（栄養成長と生殖成長）を大きく左右するので，良い

苗をつくることが非常に重要である．どのように良い苗をつ

くるか．良苗とは栄養成長と生殖成長のバランスが良い苗

と言われるが，筆者らは養液栽培では栄養成長が活発に

なりやすいので，むしろ栄養成長が少し抑制されている苗

の方が良いと考えている．とくにトマトの低段栽培ではこれ

が言えると思われる．一般に，育苗期では葉，茎，根の栄

養成長しか計測できないので，これらの情報から良い苗を

つくらなければならない．良苗の考え方はいろいろある．

Luo and Kato (1987)は良苗の指標として S/R 比（S: 茎径，

R: 根量）を定義し，この値の小さい苗が良苗と考えた．筆

者らは，葉の大きさ（全葉長）と茎の太さ（茎径）に注目し，

その比＝全葉長／茎径を定義し，この値の大きいものほど

良苗とした．その理由は，今までの栽培経験から，茎が太

くなり過ぎると着花や開花などの生殖成長が抑制される傾

向にあること，葉の大きさは栄養成長の指標でもあるが，や

はり大きいほど光合成が増大するので栄養および生殖成

長に有利なこと，茎径と全葉長は画像処理等で非破壊計

測できオンライン制御できるからである．このため，ここでは

全葉長と茎径の比（＝全葉長／茎径）を良苗の指標とし，

制御の最終日でこの値の大きい方が良苗とした．それで，

最適化問題における目的関数は次のように定義した． 

 
（３）ニューラルネットワークによるモデル化と予測結果 
図２は，ニューラルネットワークによる学習用の計測データ

であり，トマトのＮＦＴ栽培の育苗期における培養液濃度

（入力）の違いによる生育結果の実測値である．上から全

葉長／茎径，光強度，培養液濃度を示す．培養液濃度は

図中に示すように３つのパターンで変化させ，これらに対

する全葉長／茎径（TLL/SD）の応答が示されている．これ

らの実測データを学習し，２入力（培養液濃度と光強度）－

１出力（全葉長／茎径）の動的モデルをつくった．モデル

化のための学習用のデータセット数は３つ，モデルの妥当

性を検証するためのデータセット数は１つである．学習用

のデータセット数は３つと少ないが，Purwanto ら（1996）の
研究より，時系列データ（データ数が約２０個）のモデル化

の場合，最低３つのデータセットが有れば，モデル化可能

であることを示した．これは，時系列データには，すでに入

出力変動に関わるいろいろな反応が数多く含まれている

からと思われる．また，学習用のデータセット数は多いほど

良いと思われるが，植物応答はいろいろな原因でバラツキ

が大きいので，多過ぎると逆にモデル化誤差が増大する．

このため最適なデータセット数が存在すると思われる．ここ

では最低限の３つとした． 

図２ 培養液濃度の違いによるトマトの育苗期の全葉長／

茎径（TLL/SD）の変化（実測） 
 
これらの結果は一例に過ぎないが，知能的方法論を使用

することによって，環境－植物のモデル化および最適制御

が実際に可能であるとわかった．また，作物の成長促進や

高品質化を達成するための最適値は，従来のように環境

条件を作物にとって好適な条件に常時保つだけでなく，時
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には（重要な時期に）環境ストレスを積極的かつ最適に与

えて作物自身のストレス応答を有効に利用した方が良いと

思われる．これについては他の研究成果からも同様なこと

が言える（Morimoto ら 2003, 2007）．結局，環境ストレス

の最適な負荷＆解除が成長促進や高品質化のキーポイ

ントと思われる． 
 
最近の AI 利用 
 AI の研究の進歩はすさまじく，現在では画像から直接，

植物の生育状態を診断する研究が盛んになっている．

我々の研究室でも AI 計算用のサーバーを導入し，研究を

加速化している．最新のトマトの葉の病気診断のために開

発した CNN を示している．今のところ１３種類の病気，スト

レスなどの診断に留まっているが，診断できる症状を順次

増やしているところである． 
 

図３ Convolution Neural Network (CNN)-Normalization 
 
今後の展望 
 
  植物工場での生産においてスマート化を進めるために

は多くの課題が残っている．特に AI に関連する実用化例

は少しずつ増えているが，その成果は今後，加速して伸び

ていくと予想される．特に自動車を始めトラクターなどの自

動運転の進歩は目を見張る物がある．植物の診断やその

結果を生かした栽培に関する AI 活用の実用化もこれから

飛躍的に進んでいくことが予測されるが，農業工学分野の

発展のため今後とも精進していきたいと考えています。 
 
謝辞 
 
今回の受賞に際し，格別のご配慮を賜りました日本生物

環境工学会特別功績者の橋本 康先生，理事長の野口 

伸先生，会長の吉田 敏先生をはじめ，関係の諸先生

方に厚く感謝の意を表します． 
 
 
引用文献 
Hashimoto Y (1989) Recent strategies of optimal growth regulation 

by the speaking plant concept. Acta Horticulturae. 260: 115-121. 

羽藤堅治，仁科弘重，近泉惣次郎，橋本 康（1988）．ミカン病虫

害診断エキスパートシステム．生物環境調節．26(4)：185-186 

K. Hatou, H. Nishina, Y. Hashimoto（1990） Computer integrated 

agricultural production. Proc. of 11th IFAC World Congress, 281-

285 

羽藤堅治，福山寿雄，神尾泰昭，橋本 康（1990）．ＡＩを用いた栽

培支援システム(1)トマト NFT 水耕栽培における EC セットポイン

トの調節．生物環境調節．28(3)：109-112 

Hashimoto, Y., Bot, G.P.A., Day, W., Tantau, H.-J. and Nonami, H. 

（ 1993 ）  The Computerized greenhouse. Academic Press, San 

Diego, pp.175-196. 

T. Morimoto, K. Hatou, Y. Hashimoto（1996）Intelligent control for a 

plant production system. Control Engineering Practice．4(6)：773-

784 

Hashimoto, Y. (1997) Applications of artificial neural networks and 

genetic algorithms to agricultural systems. Comput. Electron. 

Agric. 18(2, 3): 71-72. 

Hashimoto, Y., Murase, H., Morimoto, T. and Torii, T. (2001) 

Intelligent Systems for Agriculture in Japan. IEEE Control Syst. 

Magazine, 21(5): 71-85.K. Hatou, K. Hisaeda, M.S. Baloch, T. 

Morimoto and H. Nishina(2006) The model for non-destructive 

measurement of tomato leaf area.  Environmental Control in 

Biology．44(3)：173-179 

Morimoto, T., Tu, K., Hatou, K. and Hashimoto, Y. (2003) Dynamic 

optimization using neural networks and genetic algorithms for 

tomato cool storage to minimize water loss. Trans. ASAE. 46(4): 

1151-1159. 

羽藤堅治，橋本 康（2009）食料生産におけるハイテクイノベーショ

ン．計測と制御．48(2)： 125-129 

羽藤堅治，森本哲夫（2010）知能的植物工場の新展開［７］－知能

的システム制御－．農業および園芸．85(7)：771-784 

仁科弘重，有馬誠一，羽藤堅治，高山弘太郎（2012）植物工場技

術の研究・開発および実証・展示・教育拠点（１）愛媛大学．植物

環境工学．24(1)：5-9 

A. P. PAMUNGKAS, K.HATOU and T. MORIMOTO （ 2014 ）

Evapotranspiration Model Analysis of Crop Water Use in Plant 

Factory System, Environmental Control in Biology．53(3)：183-

188 

羽藤堅治，仁科弘重（2019）西欧型太陽光植物工場（愛媛大学植

物工場研究センター）の可能性．植物環境工学．31(1)：24－27 

G.K. AJI, K. Hatou and T. Morimoto. (2020) Modeling the Dynamic 

Response of Plant Growth to Root Zone Temperature in 

Hydroponic Chili Pepper Plant using Neural Networks. Agriculture 

10(6), 234.  

MD. P. Islam, K. Hatou, T. Aihara, S. Seno, S. Kirino, S. Okamoto. 

Performance prediction of tomato leaf disease by a series of parallel 

convolutional neural networks. Smart Agricultural Technology,2: 

1-25. (2022) DOI: https://doi.org/10.1016/j.atech.2022.100054 

 

日本農業工学会2022学会賞受賞講演要旨

17



温室の気象災害低減に関する研究 

 
森山英樹 

 
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 

                                                                             
要旨 

温室の気象災害対策に関する一連の研究を展開した。植物の生産施設である温室は，植物による光合成を妨げないこ

とが設計の大前提である。建設コストを抑えつつ，室内への日射透過量を最大限確保するために，温室は一般建築物に

比べて簡易な構造を有する。このような構造物は，気象外力に対する強度が比較的小さい。我が国の温室は台風，大雪等

によって被災するリスクが高く，安定した施設園芸経営にとって大きな障害となっている。本研究では，実際に被災した温

室の現地調査，温室構造の数値解析，縮尺模型を使用した風洞実験等を通して，温室構造の課題について考察するとと

もに，温室保全のための構造設計資料と気象災害対策を提案した。研究成果の一部は各種研修資料やマニュアル等に

反映される形で普及段階にある。 
                                                                             
キーワード 
台風，大雪，竜巻，地震動，津波 
 
はじめに 

 
我が国は諸外国に比べて，台風，大雪，地震等の発生

頻度が高く，それらによる建築構造物，土木構造物，交通

機関，森林，農作物，農業用施設等の被害が後を絶たな

い。パイプハウスや鉄骨ハウスをはじめとする温室全般も

その例に漏れない。 
温室は，室内で植物が光合成を行うための生産施設で

ある。十分な日射透過を必要とし，透明のプラスチック素材

もしくはガラスによってほぼ全面が被覆されている。また，

日陰や建設コストを最小にするために，断面や本数を可能

な限り抑制した骨組部材等で構成される。さらに，人の滞

在強度が小さく，住家等に適用される大きな安全率を採用

していない。つまり，気象外力に対する強度は，一般建築

物に比べて概ね小さい。一方で，近年は高額な各種環境

制御装置および栽培装置を付与する等，高機能化された

温室の普及が進んでいる。安定的な施設園芸の継続には，

温室構造の気象災害を低減していくことが必須である。  
本研究では，大雪による積雪荷重，強風がもたらす風力，

地震動および津波によって被災した温室を対象に，現地

調査を行い，被災要因の抽出を行った。さらに，生産者自

身によって選択もしくは実施することが可能なコスト抑制型

の補強，設計，温室配置方法を明らかにすることを目的と

し，数値解析，載荷実験および風洞実験を実施した。 
 
積雪荷重 1), 2), 5), 10) 
 

2014 年１月の平成 26 年豪雪では，関東甲信地方を中

心に，例年の降雪量が多くない地域においても温室に甚

大な被害が発生した。大規模な被害は，柱－基礎接合部

の強度を十分に発現できなかった温室で顕著であった。ま

た，ブレース等の斜材が不足していた事例，屋根上の積

雪荷重が強風や残雪の影響で偏荷重となった事例，谷部

の融雪水で基礎周囲の地盤が飽和し地耐力が低下した

事例でも被害が拡大した。これらについて，室内用の暖房

機を援用した融雪，ブレースの追加設置，基礎周囲地盤

への融雪水浸透防止策など，寡雪地域における雪害対策

をまとめた。その中で，温室の単棟と連棟の差異，および

暖房の有無によって降雪開始時点前後の対策を区分する

とともに，セメントを使用した連棟温室の柱－基礎接合部

の簡易補強方法について提案した。 
1998 年 1 月の大雪は，発達した南岸低気圧により発生

した。関東甲信地方および東北地方の太平洋側に多量の

降雪があり，パイプハウスをはじめとする温室の被害が多

発した。現地調査では，作物誘引用のワイヤを，間口方向

に横断するように設置したパイプハウスで被害が軽減した

事例があった。そこで，我が国で一般的な間口 6000 mm，

棟高 3160 mm のパイプハウスを対象に，14 通りのブレー

ス設置による補強効果を有限要素法による応力解析およ

び座屈解析によって求めた。座屈解析を適用したのは，地

盤支持力が低下しやすい圃場の実情を反映させるためで

ある。解析の結果，融雪水の地中浸透で地耐力が低下し

た場合に，棟高の 63-70%の高さに設置した 2 本一組のブ

レースは，無補強の場合の 3 倍程度の耐雪性能をパイプ

ハウスに付与することが明らかとなった（図 1）。ブレースと

して使用したのは，施工時の作業性および導入コストを考

慮し，直径 3.2 mm のなまし鉄線とした。これはホームセン

ターで容易に入手できる資材であり，生産者による自家施

工が可能である。直径 19.1 mm のパイプで補強する場合 
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図 1 ブレースによるパイプハウスの耐雪補強 
 

の 4.5%のコストでなまし鉄線を導入できる。さらに，直径

3.2 mm の鉄線は，室内への日射透過をほとんど阻害しな

い。また，日本人の平均身長よりも高い位置に鉄線を配置

するため，周年設置への抵抗も少ないことが期待できる。

すなわち，気象災害対策作業の軽労化にも貢献可能であ

る。ブレースによる骨組拘束の効果は，実大フレームに対

する載荷実験で確認した。数値解析では他に，間口を

4500 mm，6000 mm，8000 mm に，棟高を 2370 mm，3160 
mm，4213 mm に変更した場合の許容積雪荷重の上限値

を求め，棟高の増加に伴ってブレース補強効果が増加す

ることを明らかにした。さらに，大きさが異なる相似形のパイ

プハウスに対して，アーチパイプの断面係数等の条件を 5
通りに変更した場合の日射透過量および鋼材使用量を明

らかにし，現実的な資材として，直径 31.8 mm で肉厚 1.6 
mm のアーチパイプの導入を提案した。 

 
風力 3), 4), 6), 7), 9), 11), 13), 14) 
 
台風による温室の被災について，2002 年台風第 21 号

（以降，T0221），2018 年台風第 21 号（同 T1821）および

2019 年の令和元年房総半島台風（同 T1915）による被災

事例を調査した。 
T0221 による被災について，茨城県および千葉県にお

いて現地調査を行った。調査したのは，独立した単棟もし

くは比較的小規模のパイプハウス群，および鉄骨補強パイ

プハウスである。中規模以上の連棟温室では，接合部の

破壊や基礎の浮き上がりが温室構造倒壊のトリガーである

ことがわかった。被災した間口 6000 mm の 3 連棟鉄骨補

強パイプハウスに関する骨組構造解析を行い，強度の小

さな接合部を改良したものに置換し，コンクリート基礎を現

状よりも 10 cm 深く埋設することで，基礎の引き抜き耐力を

増加し，温室の被災を回避できる可能性を明らかにした。 
一方，T0221 で被災したパイプハウスは，骨組部材自体

の変形が顕著であった。風上側側面の風下側への転倒，

風上側屋根面におけるアーチパイプの変形，風下側アー

チパイプ継手の脱落を示していた。 
T1821 に関しては，京都府の盆地および岐阜県の中山

間地のパイプハウスを調査対象とし，地形の影響を中心に

被災特徴をまとめた。中山間地のパイプハウス団地では，

高所からパイプハウスの屋根面に対して下向きに作用する

不定常流によって，局所的に屋根が陥没するか，構造が

全半壊していた。地形および防風施設端部に起因する気

流の収束がパイプハウスの被災を助長した事例もあった。 
T1915 は，大部分が台風の危険半円内に入った千葉県

で温室に大規模な被害をもたらした。被災地では，連棟ハ

ウスの他，大規模パイプハウス群を対象に，団地内で並列

配置されたパイプハウスの配置条件が個別の棟の被災に

及ぼす影響について調査を行った。調査の結果，パイプ

ハウス側面の転倒は，風上側側面に作用した正圧が主要

な原因であることがわかった。一方，風下棟における負圧

は，骨組構造を浮き上がらせた。同じく，風下棟における

屋根の陥没は，気流の再付着が主要な原因として疑われ

た。周辺土地利用状況に起因する縮流は，特定の場所の

風速を増加させ，温室構造に局所的な破壊を発生させた。

防風ネットの設置方位，パイプハウスの筋交いの追加，鉄

骨ハウスの基礎の適切な埋設等，今後の台風対策の留意

点を抽出し，自治体が作成するマニュアルに対して技術支

援を行った。 
次に，パイプハウス表面の風力分布を明らかにすること

を目的として，農研機構農村工学研究部門が保有する大

型風洞を用いて，パイプハウスの風圧係数 Cp を求めた。

風洞実験では，妻面開口部の有無，隣接する同型パイプ

ハウスとの距離（隣棟間隔）の大小，パイプハウス軒高の差

異等，パイプハウスの使用条件，配置条件，設計条件を複

数設定して分析した。上記の実験条件を満たすために，

各種の風洞実験用模型を作製した。積雪荷重に関する解

析時の標準モデルと同じ，間口 6000 mm，棟高 3160 mm
の断面，桁行長が 50 m のパイプハウスを対象とし，妻面ド

アの脱着が可能な 1/20 縮尺模型を作製した（図 2）。隣棟

間隔については，圧力測定用の模型の風下側もしくは風

上側，もしくは両側に，同型のダミー模型を配置した。軒高

の差異については，棟高を標準の 3160 mm から，+250 
mm，+1000 mm，+2000 mm 高くしたパイプハウスを跳び箱

状の 4 段構成の模型で再現した。桁行長はいずれも 50 m
で，1/20 縮尺では 2500 mm となる。長い桁行長は，現実

の寸法を反映した。さらに，妻面における気流の乱れの影

響をキャンセルできるメリットを有する。風洞実験用模型と

してはかなり長いが，実験に使用した大型風洞は計測胴

の断面が幅 4 m，高さ 3 m であり，模型による閉塞率に問

題はない。 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 パイプハウスの風洞実験用模型 
 

実験の結果，パイプハウスの Cp の分布は，園芸用施設

設計施工標準仕様書に記載されている両屋根型および円

棟高の
63-70%

ブレースアーチパイプ

軒

G.L.
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弧屋根温室のそれとは，特に風上側屋根面で大きく異な

った。実験では，風向を 0°（間口方向）から 90°（桁行方

向）まで，5°間隔で設定した。通常の風洞実験では 30°

間隔程度の粗い風向設定とするが，本研究では風向が Cp

に及ぼす影響について，精密な結果を得ることを重視した。

その結果，間口方向に対して風向が 25°で最大の負の

Cp の値-3.5 が発生することを明らかにした。開口部が存在

する場合は，内圧係数が最大で-0.9 まで減少した。 
同型パイプハウスを並列配置した実験では，隣接棟が

相互の Cp に影響を及ぼした。風上側のパイプハウスでは

単体の場合に似た Cp 分布を示した。それに対して，風下

側のパイプハウスでは Cp 分布はパイプハウス表面全体が

負の値となり，風下側屋根面の棟近傍で局所的な負圧が

発生した（図 3）。これらの現象は，パイプハウス周囲の気

流性状によって引き起こされていることを，気流の可視化

によって説明した。すなわち，風上棟の棟で剥離した気流

は，風上棟の屋根面上空を進み，風下棟の上空も通過す

る。しかしこの空気の流れは非定常流であるため，風下棟

の屋根面に再付着し，風下棟の棟で再び剥離する。剥離

による負圧の発生と，再付着によって生じる正圧による負

圧の一部相殺で，並列配置されたパイプハウスの複雑な

Cp 分布が決定される（図 4）。隣棟の負の Cp を増加させる

効果は，隣棟間隔の減少に伴って増加した。圃場に余裕

がある場合は，隣棟間隔を広げる方が強風対策上有利で

ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 風上棟および風下棟の風圧係数 Cp 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 パイプハウス周囲の気流の剥離と再付着 
 

軒高を増加させる実験では，軒高の増加に伴い，風上

側軒部に近い屋根領域において，局所的に大きな負の Cp

が発生した（図 5）。施設園芸現場では，移動式カーテン等，

室内装備の設置場所の創出目的で，パイプハウスの軒高

を増加させるニーズがある。また，植物生育空間の急激な

温度変化を避けるために，上部空間は有効である。このよ

うな環境制御面でのメリットを有する高軒高化であるが，温

室構造設計に強い影響を及ぼすため，温室周囲の気流に

対する考慮が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 軒高の異なる 4 模型における風圧係数 Cp 

 
 2008 年には，雨よけ施設に関する強風被害調査を行っ

た。雨よけ施設は側面が被覆されていない特殊な連棟ハ

ウスとして捉えることができる。強風下の雨よけ施設では，

垂直方向の風圧力が卓越することが特徴的であった。 
竜巻被害は，台風被害とは温室被災メカニズムがやや

異なる。2012 年 5 月 6 日に，同時多発的に 4 本の竜巻が

発生し，栃木県および茨城県において温室の被災が相次

いだ。徐々に近づく台風と異なり，風速が急激に増加する

竜巻では，被覆材等の脆弱部が順番に破損するプロセス

がなく，大きな風力が骨組に伝達される。その結果，被覆

材や構造の差異はパイプハウスの被災パターンに大きな

影響は及ぼさなかった。 
 
地震動および津波 8), 12) 
 

2016 年の平成 28 年（2016 年）熊本地震は断層型地震

であり，地割れが多発したことが特徴的であった。地震動

および地割れによって，熊本県を中心に一部の温室およ

び温室付帯施設である栽培ベンチが被災した。温室では，

柱の傾斜および基礎の不同変位が発生した。2014 年の大

雪被害事例では，柱の傾斜や転倒とともに，屋根の陥没

が生じた。一方，熊本地震では，園芸用施設設計施工標

準仕様書で定められた許容変位を大きく超過する柱傾斜

事例もあったが，軒以上の高さにおける屋根構造では有

害な変形は顕著ではなかった。ただし，地盤の液状化が

発生した場合は，谷樋をはじめ，桁行方向に配置された部

材，および栽培ベンチが大きく変形した。谷樋や栽培ベン

チは，緩勾配で雨水や養液を制御している。円滑な水の

流れが阻害されることで，営農継続に多大な支障が発生し
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た。栽培ベンチは地震動に対しても脆弱であった。防災科

研の K-NET で計測された加速度 2.61 m/s2 を適用して数

値解析したところ，調査事例のベンチは地振動に対して脚

部の強度が不足することがわかった。 
 2011 年の東北地方太平洋沖地震では，津波によって，

東北地方および関東地方の太平洋側を中心に，温室に甚

大な被害が生じた。仙台平野では，海岸に沿って堤体（仙

台東部道路）が南北に走っている。これが，津波に対する

減勢工として作用した。海岸付近では，津波高さは 8 m を

超え，津波波力によるパイプハウスの破壊を回避できない。

海岸から数 km の距離においても，減勢工がない場合は

津波波力もしくは漂流物による温室の損壊があった。減勢

工が機能する場合，もしくはパイプハウス側面に過大な水

圧を作用させない場合は，骨組構造の被害を回避できる

可能性が高い。160 cm 高さまで浸水したパイプハウスも，

室内へ海水が速やかに浸入することで，アーチパイプの

変形を回避できた。これは，津波に限らず洪水対策として

も適用可能である。 
 
おわりに 
 
現地調査，数値解析，風洞実験等を通して，大雪およ

び強風被害をはじめとする各種気象災害に対する温室構

造の補強や対策を検討してきた。温室構造は植物生産性

の向上や施設園芸経営の収益の改善を第一の目的に中

心に設計すべきである。そのため，本研究では，環境制御

面ですでに完成された温室構造を大きく改変することなく，

低コスト資材で生産者自身が施工可能な方法や，建設時

の配置条件によって風圧力を制御する手法の開発に重き

を置いた。研究成果の一部は，農業改良普及担当者の災

害対応技術力向上のための研修資料，自治体が策定する

災害対策マニュアルへの技術指導，生産者に対する防災

講習，日本施設園芸協会策定の園芸用施設設計施工標

準仕様書への反映の形で普及段階にある。 
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分散協調スキームによる営農管理情報システムの開発 

 
吉田智一 

 
国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構基盤技術研究本部農業情報研究センター 

                                                                             
要旨 

営農情報管理のシステム化・効率化は古くから取り組まれているテーマである．筆者は農業研究を職として早期にパソコ

ン通信による生産者間及び農協組織との間の営農情報交換をお手伝いする機会があった．以降農業機械システム開発研

究の傍ら，IT～ICT の進展に合わせながら，主に土地利用型農業における圃場作業管理から営農情報管理に係る情報

システム開発と普及に携わった．この中で，移動型農機内の情報システムからインターネット上の Web 営農管理情報シス

テムまで複数のシステム間でのデータ交換やシステム間連携に関心を持ち研究開発を進めてきた．その概要を報告する． 
                                                                             
キーワード 
営農情報，営農管理，API，分散協調，標準化，システム連携 
 
緒言 

 
筆者が大学を卒業し就職した 1983 年当時はちょうど

NEC 社から 16 ビット PC9801 がリリースされた時期であっ

た．卒論研究において Z80 マイコンのアセンブラ（一部ハ

ンドアセンブルもあった）で A/D コンバータを駆動するプロ

グラムを書き，土壌剪断力の計測装置を組み立て計測・解

析し報告にまとめるという一連の手順を学んだことが現在

の礎になっている．農業研究の職場では専攻を活かした

機械システムの開発に関わったが，機械システムの計測や

制御には電気的な装置・システムを扱うことからマイコン・

PC およびプログラミングへの関わりは続いた． 
営農管理情報システムとの関わりは実は近隣の農協組

織のパソコン通信システムを開発・導入するということで就

職後の早い段階から始まっていたが，本格的となったのは

2003年頃前任者の仕事を引き継いだ「分散圃場水稲春作

業計画最適化支援システム」（以下，分散圃場システム）開

発である（大黒ら 2003）．このシステムは後述する「作業計

画・管理支援システム」の一部となっており，今回報告する

一連の研究開発の大きな契機となった． 
 

分散協調事始め：XML Web サービス 

 
分散圃場システム開発の同時期に参画していた「デー

タベース・モデル協調システム開発プロジェクト」（2001～
2005）において，露地野菜の適作判定システム（図 1，高
橋ら 2004）や水稲生育予測システム（須藤ら 2005）の開発

を分担した．筆者は共同研究者が開発したスタンドアロン

動作するそれぞれの判定・予測モデルプログラムをWeb上
から利用できるようにするための技術開発を担当し，当時

提唱されていた WebAPI プロトコルの一つであった XML 
Web サービスを適用した（吉田ら 2003）． 

この時の開発において，本報告の基調である分散協調

のための XML や WebAPI～Web アプリ開発を身につけた

ことはその後の研究開発に大きく影響した． 
 

 
図 1 露地野菜適作判定支援システムの構成 

 
精密農業研究から営農情報管理へ 

 
1990 年代に始まった我が国における精密農業研究は，

欧米と比べ一経営体の規模（経営面積および一圃場面積）

が小さいことや，水田稲作農業が中心であることから圃場

単位での管理に重点が置かれ 2000 年代半ばには「日本

型水稲精密農業」が定義された（西村 2007）． 
筆者もこの日本型精密農業研究の一翼を担い，「精密

畑作プロ」（糸川 2007）において一筆圃場内の機械作業情

報管理ソフト開発を担当した．並行して，分散圃場システ

ム開発の流れを継承し，耕作放棄・農地流動化や新たな

米政策～担い手重点化支援政策（2004）を背景とする農

地集積の進展・担い手経営の大型化に対応するべく，圃

場地図を利用して生産状況を可視化するソフトの開発と実

証・普及に取り組んだ． 
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農場における情報管理 

一般に農業生産者（個人生産者または生産法人・組織

などの農業生産を生業とする経営体）はどこで何をどれだ

け栽培・生産してそれをどこへどれだけいくらで出荷して売

り上げを得るか？その際にはどれだけの経費（人件費，土

地代，生産資材等々）が必要となって，最終的にどれだけ

儲けがでるか？栽培途中でも天候の変化や病害虫・雑草

など栽培のマイナス要因を回避するための対応や市場動

向（如何に有利に販売するか？）などの状況判断と意志決

定を繰り返し，日々の栽培～生産～経営管理を行ってい

る．このうち精密畑作プロでは圃場内作業管理場面の情

報管理ソフト開発に取り組んだ． 
 

圃場内作業管理情報の共通化 

精密畑作プロでは，多くの研究者らがそれぞれに取り組

んだセンサシステムや機械システムが収集・解析して生成

するデータを共通的に取り扱い可能な情報システム（ソフト）

開発を担当した（図 2，吉田 2007）．これはソフト一般に付

いて回るデータ互換性・可搬性・相互運用性の問題への

対応で，圃場内作業情報管理場面が対象となった取り組

み事例であった． 
 

 
当時は Windows 用（左）と Windows 
Mobile 用（右）の 2 種類を開発した． 

図 2 圃場内作業情報管理ソフト PFUManager 

 
このソフトの考え方は非常に単純で，圃場内作業におい

てセンサ・機械システムから得られる様々な計測データや

解析データをそのデータが取得または生成された位置と

時間に紐づけて管理するというものである．GIS（地理情報

システム）機能に基づくデータ管理仕様を検討し，時空間

属性としてセンサや機械システムが生成した情報を管理す

る．その際重要となるのがその情報の意味（メタ情報）で，

その記述も同時に行うことのできる仕様を作成した． 
当時，GPS ロガーのデータ流通用フォーマットとしてデ

ファクト的存在であった GPX（GPX: the GPS Exchange 
Format，<https://www.topografix.com/gpx.asp >，2022 年 4
月 17日参照）に着目し，GPX仕様を拡張してセンサ・機械

システムのデータを表現できる汎用的な仕様として定義し

たものである（GPXX，図 3，吉田ら 2013c）． 
属性データのメタ情報については「属性データタイプ定

義（PMType）」という仕様を定義して，さらにこれを「属性デ

ータタイプ定義参照サービス（PMTypeService）」という

XML Web サービスで交換可能なレジストリサービスを試行

した．しかし，メタ情報内に記述するコンテンツの記法・用

語などについての標準化には至らなかった． 
 

 
図 3 時空間データ管理仕様 GPXXの概略 

 
圃場図利用営農情報管理の台頭 

圃場の形状や位置を電子データとしてコンピュータ上に

再現し，その上で作物や作業などの栽培管理情報をデー

タ管理しようとする試みは古くからあり，筆者がこの分野に

着目した 2000 年代半ばまでは，グラフィックソフトと表計算

ソフトを組み合わせたものや，汎用 GIS ソフトを使用するも

のが主流で，農業現場（経営体レベル）へはあまり普及し

ていなかった（吉田 2010）． 
そこで，農業現場への普及を目指して，無償配付により

その利用効果を農業生産者が容易に体験・実感できるよう

考慮した「作業計画・管理支援システム（PMS）」（吉田ら

2009）を開発・公開した．PMS はデータベースとそれを利

用する複数のプログラムから構成され（図 4），目的に応じ

たプログラムを使い分けながら全体として営農情報管理を

行う情報システムであった（営農管理情報システムの一つ）． 
 

 
PMS については https://aginfo.cgk.affrc.go.jp/ 
PMS/ を参照されたい． 
図 4 作業計画・管理支援システム（PMS） 
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その後 2010 年代に入って，クラウドが登場し圃場図によ

る可視化機能を備えた営農管理情報システムやクラウド型

サービスが数多く提案・商品化された（加藤 2013）． 
しかし，この営農管理情報システム分野は当時新しいソ

フトウェア分野であったため，確たる標準やデファクトスタン

ダード，共通的に利用可能な業界・分野共通の標準デー

タ（オープンデータを含む）が国内にはほとんど無く，各シ

ステム間のデータ交換機能は想定されていなかった． 
この問題に対して，欧米では先行して標準化の検討が

数多く進められていた．たとえば，農業機械内の情報通信

に関しては ISO 国際標準が制定されていた．営農管理情

報システム分野ではドイツにおける agroXML や iGreen プ

ロジェクトなど（いずれも 2012 年当時）が存在していた． 
そこで，筆者は国内における営農情報管理に係る情報

交換標準化を目指したデータ表現形式 FIX-pms（図 5）を
提案し（吉田ら 2013b），そのデータ利用手順（API）を試作

した（吉田ら 2013a）． 
 

 

図 5 営農情報管理データ表現形式 FIX-pms 

 
農業 ICT 標準化の取り組み 

 
これまでの経過を踏まえた基本的考え方 

農場を取り巻く様々な営農管理情報の標準化プロセス

においては，少なくともデータ表現形式とデータアクセス手

順（API）の公開・共用が必要と考えた．そこで，まずはこの

考え方を一般化したものとして農業版オープンクラウドプラ

ットフォーム（CLOP）を提唱した（Hirafuji et al.2012，図 6）． 
 

 

図 6 CLOP構成概念 

 
前述の FIX-pmsやその利用API，既往の農業機械通信

技術標準規格（ISO 国際規格や日本農業機械工業会規

格のデータ書式や API 仕様にかかる部分）なども取り込ん

で，CLOP 仕様の具体化を進めた． 
しかし，前述の GPXX のメタ情報記述の場合と同様に，

ここでもデータ形式や API に含まれるコンテンツや用語に

ついての標準化が大きな壁として立ちはだかった（図 7）． 
 

 
図 7 農業 ICT 標準化を進める際の 4階層モデル 

 
データ形式や API が共通化され，相互にデータ交換が

可能になったとしても，共通のデータ形式内に格納された

各データ項目の内容（コンテンツ）を処理しようとした瞬間

に，コンテンツ自体が共通化（相互の機械システム間で理

解可能な状態）されていなければ，データの統一的・機械

的自動処理は不可能だからである． 
通常，ISO 規格などではその規格で用いられる用語など

が Dictionary の形で厳格に規定される．前述の agroXML
においても「コンテンツリスト」仕様が規定されており，

agroXML を運用する利害関係者間において交換する文

書中に記載するコンテンツリスト（辞書・用語集に相当）を

厳格に定義して運用することが規定されていた． 
 

第 1期 SIP事業での取り組み 

以上の農業 ICT 標準化に向けた基本的考え方に沿っ

て，具体化の一つの試みとして 2014 年度から開始した内

閣府「府省横断による戦略的イノベーション創造技術

（SIP）」の「次世代農林水産業創造技術（アグリイノベーシ

ョン）」研究開発事業（2014～2018）において，i)リモートセ

ンシング，ii)気象データ・気象災害モデリング，iii)広域水

管理，iv)農業機械知能化，との連携を踏まえた v)多圃場

営農管理システム開発に取り組んだ（図 8）． 
この事業では既往の農業用システム・サービスを対象に

適用可能な標準化技術を援用しつつ，データ表現やアク

セス手順の公開・共通化に加え，データ表現中に含まれる

コンテンツ（具体的には稲作作業用語や作物品種情報）に

ついても検討した． 
一般に営農管理情報において「コンテンツ」として想定さ

れているのは，作物や品種，作型・作業体系や作業，肥料，

農薬，などの農業生産に関わる事物の名称やその属性で

ある．これらについて農業用語・語彙としての概念体系ま

で遡った検討を行うとともに，各種の営農管理情報システ

ムにおいて農業共通基盤データセットまたは参照サービス
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として共有されるべく整備される必要があった．これには多

様な分野の利害関係者の参画・協力が必要で，5 年間だ

けの研究開発事業で成し得るものではなかった． 
 

 
図 8 多圃場営農管理システム開発研究概要 

 
期を同じくして IT総合戦略本部は「農業情報創成・流通

促進戦略」（2014 年 6 月）を決定し，「農業情報の相互運

用性・可搬性の確保に資する標準化や情報の取扱いに関

する本戦略に基づくガイドライン等の策定」を進めることと

した（IT 総合戦略本部，<https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ 
it2/kettei/pdf/senryakuzenbun_140603.pdf >，2022 年 4 月

17 日参照）． 
SIP 事業における「多圃場営農管理システム」開発にお

いては，この国家戦略と歩調を合わせながら，営農管理場

面ごとに発生する農業情報の生成と流通に係る API～デ

ータ構造・表現～コンテンツリスト～コード体系（図 7）の各

段階で農業情報標準化を検討した．その取り組みの成果

の一部が，「農業共通語彙基盤（CVO）」（竹崎ら 2020）や
「 農 業 デ ー タ 連 携 基 盤 （ WAGRI ） 」 （ WAGRI, 
<https://wagri.net/ja-jp/>，2022 年 4 月 17 日参照）であり，

現在実運用と合わせ，機能拡張開発が継続中である． 
 

結言 

 
筆者は SIP 事業の期間途中から実質的な研究開発の

場を離れ研究管理の場に身を置くこととなった．情報シス

テムにおける標準化やシステム連携は多くの利害関係者と

の調整・連携が必要な仕事であり，貴重な経験を得ること

ができた．技術的には筆者は XML 世代で卒業しており，

現在は JSON 主流のシステム連携が試行されている．息の

長い地道な努力が今後とも必要とされる分野であるが，今

後のさらなる発展に期待したい． 
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スマート農業に資する土壌センサ搭載型可変施肥田植機に関する研究 

 
森本英嗣 

 
鳥取大学農学部 

                                                                             
要旨 

本研究では農業における知の共有・継承技術の普及を目的に田植時の土壌におけるビッグデータが収集可能な超音

波センサ及び電極センサと農家の知見と親和性の高いリアルタイム可変施肥を実現する機構を開発した．さらに作土深・

土壌肥沃度・可変施肥量などのパラメタは全て GNSS データと紐付けされ，生育量・収量・倒伏度などの圃場データと連携

したミルフィーユデータセットを定義した．営農現場での実証を重ねた結果，農家の知見に基づいた可変施肥は資材の低

減効果だけでなく生成したマップを通じて生産者が SNS で繋がり農作業の幸せ”well-being”をもたらすことが明らかとなっ

た．本報では今回受賞対象となりました土壌センサ搭載型可変施肥田植機（スマート田植機）の開発背景から well-being

に繋がるデータベースのあり方までの報告する． 

                                                                             
キーワード 
超音波センサ，電極センサ，親和性，リアルタイム可変施肥，ミルフィーユデータセット，well-being 
 
緒言 
日本の農業は基幹産業であるが高齢化・人口減など内

的問題と我が国は，農業資材の原料は海外依存率が高く

特にリン鉱石は全量，塩化カリはほぼ 100％を輸入してお

り，なおかつ世界的に資源が偏在しているため輸入相手

国もリン鉱石は中国，リン安はアメリカ・中国，塩化カリはカ

ナダと偏在することから昨今生じている世界情勢の変化の

影響が農家の経営に直結する.特に肥料価格は急騰して

おり，農林水産省が目標とする経営面積 100ha 規模の大

規模経営体では全国平均でも年間 1000 万円超の支出と

なっている.農林水産省は，令和３年度補正予算において

「肥料コスト低減体系緊急転換事業」を立ち上げ，将来に

渡り良質な農産物を安定的に供給していくための生産体

制づくりを早急に進めることが必要であるとも慣行の施肥

体系から肥料コスト低減体系への転換を進める取組を支

援すると事業を興している．今回受賞した土壌センサ搭載

型可変施肥田植機の開発原点にもつながる肥料管理に

精密農業技術を適用することで，投入資材の使用におけ

る農業的，経済的，環境的効率を向上させる可能性がある．

ベストマネジメントプラクティスを実践する中で，水や養分

の供給など主要な生産性要因に関わる施肥制御が有効

であることが確認されている．空間的に変化する管理方法

とセンサーフュージョンのコンセプトの適用や圃場変動を

記述することは精密農業の重要な概念である (Robert, 

1993，Malekia, 2008)．作物生育のバラツキは，一般に管

理方法の影響と並行して微小環境の違いに反応する．従

来，土壌の物理的，化学的属性の違いは，土壌サンプリン

グと土壌分析によって検出されてきた（澁澤, 2006）．しかし

サンプリングや分析にかかる費用は非効率的であり，空間

変動を正確に把握するために十分な数の試料を得ること

は困難である．サンプリング密度の低さが，大きな制限要

因として認識されている（Mouazen, 2005; 澁澤, 2001）．土

壌の電気伝導率（EC）は，土壌の塩分濃度だけでなく，土

壌の肥沃度を評価するものとして知られている．見かけの

土壌電気伝導率（ECa）を適用することは，ECa 測定に影

図 2 土壌センサ搭載型可変施肥田植機 

(スマート田植機) 図１ 倒伏した圃場の例 
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響するいくつかの土壌物理化学的特性の空間的変動を確

認する手段として，広く受け入れられている（Corwin，2004

年）．ECセンサの最近の開発とEC変動マップの作成能力

は，圃場管理の改善にこのセンサーを応用する可能性に

ついて，農家の間で大きな注目を集めている（Sudduth，

2001）．特に，土壌電気伝導率（ECbulk）は，重要な土壌

特性の間接的な指標となり得るセンサベースの測定値の１

つであるが代かき土壌条件下での土壌センサの報告は開

発開始当時には報告されていなかった.一方で現場レベ

ルでの可変施肥の目的は増収と倒伏抑制に大別できる.

本研究では開発に着手する前に全国の農業法人に倒伏

ついての意識調査を行い，図１に示すような収量よりも適

期収穫な面積割合の向上を重視していることが明らかとな

った.低水分のモミをコンバインが詰まらずに収穫すること

で乾燥調整を含む収穫作業全体の作業効率を向上させ

たいという要望が多く寄せられた.そこで研究チームを構成

するにあたり産官学と有限会社たけもと農場（石川県）を研

究機関として加え，当時の競争的資金では大変珍しい（今

では当たり前）コンソーシアムを組んで開発に着手した.獲

得した競争的資金としては農林水産省の新たな農林水産

政策を推進する実用技術展開事業，食料生産地域再生

のための先端技術展開事業，農林水産業におけるロボット

技術導入実証事業と SIP 第 1 期の支援を受けながら商品

化を達成したことと開発背景には沖縄から北海道までの数

多くのプロ農家のフィードバックがあったことを申し添えた

い.本報では，図２に示す開発した市販化を達成した土壌

センサ搭載型可変施肥田植え機におけるセンシングシス

テム及び可変施肥とマッピングから得られた開発者が想定

していなかった生産者にとってのプラス効果，さらには圃

場データがもたらした data-driven の well-being について

紹介する. 

 

作土深計測システムの開発 
 
生産現場では，枕地のように生産者が分かっていても生育

過剰となり倒伏してしまう箇所があり，品質に影響を与えて

倒伏による収穫作業効率が低下する場合が散見される.そ

こで本研究では，生産者に対して分かりやすい出口として，

「枕地を倒さず（倒しにくく）育てる」ということをコンセプトと

し，「作土深」と「土壌の肥沃度」を測定目標として，下記の

測定装置について検討を行った.スマート田植機には図 2

に示すように水田の作土深を非接触で測定する超音波距

離センサを導入した.地表面（田面）までの距離を算出する

ことで沈下量から作土深を求めるという原始的な手法であ

る.地上高 85cm に超音波センサを設置することで，車体の

沈下量から作土深を算出する.予備試験において，超音波

センサからの出力値と設定した作土深との関係を求めた結

果，当然ながらリニアな計測結果を得ることができた. 

 

 

電極センサの開発 

 

土壌分析には，リアルタイム土壌センサや簡易型 EC メー

タ等，圃場で測定できる様々な技術が提案されて実用化さ

れている.一方で，測定数や計測時期が限られているなど，

マンパワーおよび作業可能時期が制限要素になっている.

他方，生産者は自身の経験のなかで相対的に地力が高い

圃場や低い圃場の情報は経験則から知識として有してお

り，施肥量も状況を鑑みて加減している現状がある．そこで

本研究では，圃場内や圃場毎の肥沃度の高低が相対的

に評価できるパラメータを導出するというコンセプトのもと，

田植えと同時に測定できるというリアルタイム性を高めた土

壌肥沃度を定義した.新たに開発した肥沃度計測には，図

3 に示すように車輪の内側に電極センサを取付け，車輪間

の電気抵抗値を測定する手法を用いた.求めた電気抵抗

値を作土深で除した，単位深さ当たりの電気抵抗値を土

壌肥沃度とした. 

図 3 超音波センサ 

図 4 電極センサ 
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リアルタイム可変施肥システム 

 

土壌情報に基づいて可変施肥を行うことで，初めてリアル

タイム可変施肥が実現する.図 4 にリアルタイム可変施肥

システムを示すように本研究では土壌センサから得た情報

を基に慣行量・減肥・増量を車速に連動しながら，任意の

設定量の施肥できるシステムを開発した.可変施肥は繰り

出し部の可変モータで構成され，アプリ（アグリサポート）上

で演算した肥料の繰出し量（目標量）をリアルタイムで制御

するシステムである（図 5）.また目標施肥量までのシステム

の応答時間が1秒，センシング部から肥料の吐出口までの

距離が約 1.8m であることを勘案すると，1.8m/秒での田植

作業でも理論上センシング位置と施肥位置を同期させるこ

とに成功した. 

 

可変施肥アルゴリズム 

 

次に可変施肥を行う上で最も重要なプロセスである施肥量

の決定手法について検討した.通常，生産者は地域の慣

行施肥量を基準として，使用する肥料の種類や堆肥散布

の有無等で施肥量を決定している.本研究では慣行量そ

のものを基準施肥量とし，そこから減肥する割合や減肥基

準（しきい値）を生産者が決定する手法を開発した.この場

合のしきい値は，圃場内で取得する基準データ：（平均値，

σ（標準偏差））に応じて平均値＋σ，2σや任意の値を設

定することで圃場の特性に応じたセッティングが可能であ

る.必要な作業としては図 6 に示すインパネで該当する減

肥率を設定することのみで完了する.作土深による浅深の

判断を最初に行うことによって例えば，枕地などの常に深

い箇所に係る減肥を確実に行うという狙いがある.つぎに肥

沃度に応じた加減を行うことでより田植時の現状に即した

減肥を実現させることを目指した.なお田植機は Bluetooth

を介してタブレットで通信可能でありウォーターセル社のア

グリノートと連携することでコンバインなど他の農業機械の

データを共有できる仕組みを実現した.本アプリを適用する

ことで図７のような作業軌跡をリアルタイムで表現できる． 

 

スマート田植機から導出されるビックデータ 

 

 上記で紹介したスマート田植機のデータ収集周期が 1Hz

であり，作業速度に応じて田植時に 800-1500点/10aのデ

図 4 リアルタイム可変施肥システムの概要 
(出典:井関農機 HP) 

図 5 可変施肥システム 

図 6 リアルタイム可変施肥システムの表示部 

図 7 アグリノートによるリアルタイム稼働状況表示 
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ータ収集が可能である.これは 100ha 規模では 1 年間では

約 100 万点超のデータベースが構築できることを意味する.

これまでの土壌サンプリング方式では圃場あたり数点程度

であったことを考慮すると飛躍的にデータ数が増えることと

なる.筆者らの研究では，土壌情報を可視化することにより，

圃場内のバラツキや圃場間の特徴を客観的に評価するこ

とに成功した.図 8 に示すように 30a の短冊圃場において

枕地が内部に比べて作土深・SFV ともに高いということが

分かる．このような情報は従業員間での圃場特性の共通

認識を得る上で貴重な経営資源となると考えられる. 

図 8 土壌マップの例（左：作土深 右：SFV） 

 

農業は，作土深や腐食率など場所ごとで異なる特徴量

を有している環境下において年 1 回という頻度で作業を通

じた学習を行い，極めてアナログな経験値を積み重ねてい

る.結果として圃場ごとの情報収集やバラツキに応じた作業

を習得するのに 20 年程度要するため経営継承には非常

に時間がかかる産業であった.しかし今回受賞させていた

だいた土壌センサ搭載型可変施肥田植機やドローンなど

による面的データ収集技術は日進月歩で進化することで”

データの質と解釈”という新たなステージに到達したと考え

ている.つまり熟練者が自ら作業中に情報収集したデータ

を圃場理解に適用し，かつ可変施肥作業に係る設定がで

きればオペレータが経験の浅い作業者であったとしても熟

練者と同等程度の施肥制御が可能となることは，知の継承

における農作業の概念がパラダイムシフトできると言える. 

これをいわゆる「アタリ」をつけていくためのビックデータの

活用方法と分類でき，かつ農家が普段使っている言葉を

データ化することは親和性の高いデータセットとなると考え

ている. 

 

ミルフィーユデータセットから派生したプ

ロ農家からの well-being の発信 
 

現在筆者らの研究グループでは，可変施肥田植機を始め

として様々な農業機械から 100 種類を超える圃場レイヤが

収集できる技術を独自開発しており階層的レイヤを生成し，

これらを”ミルフィーユデータセット”と定義して機械制御な

どを自動化するシステムを研究している.マップ化による見

える化が浸透してきた結果，全国農業青年クラブ協議会な

どが中心に自らの圃場データ（マップ）や写真を SNS など

にアップロードしてメンバーと共有・意見交換の材料とする

動きが出てきた.つまり生産者同士が繋がるたいための媒

体としてのスマート農機の活用という立ち位置が産まれた

ことはスマート農業において新しい潮流といえる。近い将

来，個人が行っている農作業の履歴を横展開して同業者

が共感することを通じて農作業の幸せ＝well-being に発展

することがデータ駆動型農業推進における起爆剤になるこ

とを祈念している。 
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農業農村地域における DXのための先導的研究 

 

溝口 勝 

 

東京大学大学院農学生命科学研究科 

                                                                             

要旨 

農業農村工学はこれまで農村地域における農業生産と生活環境の整備し、水や土などの地域資源を管理する技術学と

して発展してきた。しかし、新型コロナウィルスの感染拡大や頻発する地震・水害などのリスクを避けて、都市部より農業農

村地域の価値が見直されつつある。そうした中、私は早くから農村地域における通信インフラ整備の必要性を主張し、農業

農村地域における DX を先導してきた。この講演では、私が開発してきた IT ツールのうち、電源も通信設備もない農地で

小型太陽光パネルと SIM を組み合わせてインターネット経由で画像を含むデータを自動取得するフィールドモニタリング

システム、Society5.0 を先取りした WEB シミュレーションシステム、水土の知を提供する学会 WEB システムなど、未来の

農業農村地域における DXの必須アイテムになりそうなツール開発の背景と概要を紹介する。 

                                                                             

キーワード 

DX、フィールドモニタリング、データ解析システム、WEBシミュレーションシステム、学会要旨検索システム、 

 

１．はじめに 

DX（デジタルトランスフォーメーション）は「データやデジ

タル技術を駆使して、ビジネスに関わるすべての事象に変

革をもたらすこと」とされる［1］。IT化が既存の業務プロセス

のまま業務効率化と生産性向上を図るという限定的な言葉

であるのに対し、DX は社会や組織・ビジネスの仕組みそ

のものを変革することに特徴がある。［1］ 

ここでは上記を援用して、農業農村地域におけるＤＸを

「データやデジタル技術を駆使して、農業農村地域におけ

るすべての事象に変革をもたらすこと」と定義する。 

農業農村工学はこれまで農村地域における農業生産と

生活環境の整備し、水や土などの地域資源を管理する技

術学として発展してきた。しかし、都市住民は新型コロナウ

ィルスの感染拡大や頻発する地震・水害などのリスクが小

さい農業農村地域の価値を見直しつつある。こうした背景

を考えると現代は、都市型目線で開発されてきた数々のデ

ータやデジタル技術を農業農村地域に適用し、従来の農

村社会や農民組織・アグリビジネスの仕組みを変革する絶

好の時期といえる。 

この講演では、農業農村工学（旧農業土木）分野でイン

ターネットを早くから使っていた私が、大学や学会の情報

発信のシステム、フィールドモニタリング、WEB シミュレー

ションなどの開発・研究を振り返りながら、農業農村地域に

おける DXについて述べる。 

 

２．インターネットとWEBシステム 

 

(1) インターネットとの出会い 

私のネット人生は 1980 年代後半の 1,200bps モデム

のパソコン通信から始まった。1991 年にアメリカで電子メ

ールを経験し、1992 年の SINET に絡んで学部 LAN 

構築に関わり、1993 年に WWW（World Wide Web）に出

会った。特に、WWW の裏で動く CGI（Common Gateway 

Interface）は衝撃的だった。自分で検索や掲示板などの双

方向 Web サービスを作れたからである。私は 1995 年の

WWW落書き版を手始めに大学や学会の雑務を軽減させ

るサービスをほぼ独学で手当たり次第に自作してインター

ネット上に公開した［2］。（表１） 

私の元々の専門は土壌物理学であるため、表１には翻

訳プロジェクトや土壌関連講義コレクションなどの土壌科

学に関係したツールが多い。（表１：2, 3,14, 21, 22） 

 

(2) 大学や学会のWEBシステム 

1995年に農業土木学会のホームページを立ち上げ、学

会の広報活動に利用しながら、1996 年の山形大会で講演

要旨の登録・検索システム［3］を公開した。これが現在も稼

働している農業農村工学会全国大会の講演要旨検索シス

テム［4］である。これにより学会員のみならず非会員も農業

農村工学分野の研究に簡単にアクセスできるようになった。 

 

(3) ＷＷＷ－数値計算インターフェィス 

私の博士論文は「凍結に伴う土壌中の水分・熱・溶質の

移動」に関する研究［5］である。実験室で土を凍らせ土壌

水分・熱・塩分の移動量を計測し、その移動現象を説明す

る物理モデルをつくりコンピュータシミュレーションで再現し

た。1996 年にインターネット上にクライアントサーバ方式の

仮想計算機空間を構築［6］し、ユーザがパラメータを入力

するだけで土の凍結シミュレーションの計算結果を得られ

る「ＷＷＷ－数値計算インターフェィス」を世界で初めてイ
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ンターネット上に公開した［7］。これは土壌物理分野にお

けるWEBシステム第 1号となった。 

当時は単純にモデルをインターネット上に集めれば、い

ずれは専門分野外の研究者がシミュレーションを実行し総

合的な現象を確かめる新しいツールになるだろうと思って

いたが、公開して直ぐにシベリアの水循環観測研究をして

いる他分野の研究者の目に留まり、それがきっかけで連携

研究が始まり、15年後には文科省が提唱するデータ統合・

解析システム（DIAS）を構築する際に、地球観測データの

農業利用として「イネの栽培可能性シミュレータ」の開発［8］

にも繋がった。（図２） 

今では、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現

実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と

社会的課題の解決を両立することを目標とする Society5.0

［9］が唱えられるようになっているが、表１をインターネット

に公開した頃は、「あいつは論文も書かず遊んでばかりい

る」との批判もあった［10］。今から振り返ると結局は遊び的

要素にこそオリジナリティが潜在していたのだと懐かしく思

える。 

 

３．フィールド研究における DX 

 

(1) 地球環境研究とフィールド DX 

私は自分の凍土研究に関して，現実のフィールドを持っ

項目 公開日 内容

1  ＷＷＷ落書き板 1995.12.1 開かれた大学を目指してホームページ掲示板を試験設置

2  翻訳プロジェクト 1996.2.23 全国の土壌研究者による英語新刊本のリアルタイム翻訳

3
ＷＷＷ－数値計算インターフェィスの開発

　(凍結に伴う土壌中の水分・熱・溶質の移動)
1996.3.1 インターネット上で計算結果を得る仕組

4  Who's Who? 1996.3.14 開かれた大学を目指して学部内の教官検索システムを設置

5  学会講演投稿・検索 1996.4.4 学会業務の合理化を目指した学会講演要旨の自動登録と検索

6  意向投票 1996.5.12 学生の意識を把握するためのアンケート回収・表示システム

7  自動ＭＬ作成ページ 1996.7.16 ホームページ上でMLを自動作成するシステム

8  村づくり情報ネットの展望と課題 1996.8.27 地域格差を埋めるためのインターネット利用の提案

9  みんなの家にパソコンが（朝日新聞記事） 1996.9.12 上記に関する紹介記事

10  ＪＡＶＡ凍上 1996.7.10 動画を使って実験結果をリアルに表現

11  インターネット簡易グラフ用紙 1996.7.18 X-Y関係をWEBで簡単にプロット表示

12  インターネット投票箱 1996.10.10 意向調査の自動回収＆表示システム

13  インターネットユーザ養成ギブス 1996.12.19 情報リテラシー教育ツールの開発

14  土壌関連講義コレクション 1997.1.21 世界の講義をコレクション

15  学会講演登録検索システム 1997.4.2 学会開催の仕事もこれで軽減化

16  データベース更新システム 1997.4.10 データベースをWEB上で修正するシステム

17  環境保全型サイバー首都移転構想 1997.4.20 インターネットを使えば首都機能の移転も可能か？

18  研究会開催登録システム 1997.9.9 セミナー幹事もこれで助かる

19  学会誌Web討論システム 1997.11.20 学会誌を読んだ後も議論が続く

20  三重大学紀要サーチエンジン 1997.12.4 いまやあたり前のWEB文献検索サービス

21  土を考え「ネット学会」（朝日新聞記事） 1998.7.6 日本初のCyber土壌学会（SSSJ)

22  浸潤モデル 1999.1.22 土壌物理実験もインターネットで体験

表１　インターネットを応用した作品および研究

図 1 Web システムを利用した土の凍結過程の

熱・水分・溶質移動計算のパラメータ入力画面 

図 2 イネの栽培可能性シミュレータ 
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ていない弱点や異分野の研究者との議論の必要性を感じ

ていたので、1997 年にシベリアでの気象水文の観測に加

わった［11］。地球温暖化のセンサーとして広大なシベリア

の永久凍土は新鮮で、面白い現象の宝庫だった。しかし

実際に現地に行ってまず感じたのは、フィールドの不均一

性の問題だった。実験室では理想的な実験条件を予め設

定し、そこで生じる現象を記述し、その現象を説明するモ

デルを作ることができる。しかし現実のフィールドでは、異

なる植生の凸凹な地表面をどのように表現すべきか、場所

によって組成の異なる土をどう近似すべきか、このとき自分

がやってきた土壌物理がコップの世界であったことに気が

ついた。事象を細分化し、その系での現象を解明し、それ

を再統合することで全体の現象を解明できたとする還元主

義的な土壌物理が見落としていた問題だった。 

 

 

(2) フィールドモニタリングシステム（FMS） 

シベリアでは広大なツンドラに日本から苦労して運んだ

観測機器を設置した［11］。しかし、一年後にそのデータを

回収に行くとデータロガーが 3 日間のデータだけを記録し

て 362 日間停止していた。私は愕然とした。この時に初め

てフィールドからデータを取ることの難しさを実感した。せ

めて 1 週間に一回で良いから日本からデータをチェックで

きる技術があれば世界中のフィールド科学研究の役に立

つに違いない。この失敗がフィールドモニタリングシステム

（FMS）［12］を作ろうと思った動機になった。そして、センシ

ング技術とフィールドの科学、そしてインターネットを統合し

た土壌情報科学を始めることになった。 

近年、農業農村の現場で使えそうな土壌水分や水位な

どのセンサーが関発されている。従来のフィールド研究で

はこれらのセンサーをデータロガーと組み合わせて現地に

設置し、データ回収と機器メンテナンスのために定期的に

現地に赴く必要があった。そこで私は電源も通信設備がな

い農地で小型の太陽光パネルと携帯電話 SIM を組み合

わせてインターネット経由で現地画像を含む複数のデータ

ロガーからデータを自動取得するシステム［12］を開発し、

それを水田の水管理［13, 14］や原発事故農地の放射線モ

ニタリング［15］、海外の農作物栽培現場モニタリング［16］

に使えるようにした。FMSは多くのフィールド科学者に重宝

されるようになった。今では、低コスト化した複数の WiFi カ

メラとセンサーのデータが世界中の農地から FMS 経由で

取り出せるようになった。 

 

４．今後の展望 

 

 (1) 農業農村の通信インフラ整備 

日本の農業の特徴は弥生時代から続く水田稲作である。

1970 年代から減反政策により生産調整が図られていたが、

品種改良、水管理、土地改良など、日本の稲作技術は先

人たちの知恵の宝庫であり、工夫次第で国際競争力も高

いといえる。そのため、田植後の水管理作業を軽減するた

めに ICT を利用して遠隔で給水栓を操作するスマート農

業技術が開発されているが、現状では既存の携帯用電波

が届く範囲でしか使えない。また、圃場の耕作や代かき用

の無人自動走行トラクタや田植機、イネの生育モニタリング

用のドローン等も開発されている。こうした新しい農業ロボ

ットが、農村地域の高度通信網に繋がると更なる威力を発

揮するが、残念ながら現状では農村地域の通信インフラ整

備が追い付いていない。［17］ 

総務省は 2023 年までに次世代の通信規格 5G（第 5 世

代移動通信システム：2 時間の映画を 3 秒でダウンロード

できる）の基地局を日本全国 10キロメートル四方で整備す

る計画を打ち出している。また文部科学省は GIGA スクー

ル構想を掲げ 25 年までに高速ネットワーク環境を整備し、

義務教育を受ける児童生徒に 1 人 1 台の学習者用 PC を

使えるようにするという。農林水産省もまた 25 年までに農

業の担い手全員に農業用データを使えるようにするスマー

ト農業加速化プロジェクトを進めている。計画上はこの数年

間で日本国内のインターネット環境が劇的に変化すること

になる。［18］ しかし、各省が縦割りで施策を進める一方

で、末端までのラストワンマイルを誰が整備するのかが明

確になっていない。 

そこで農業農村工学の出番となる。農業農村地域の水

と土のインフラ整備に加えて通信インフラ整備にも乗り出

すべきである。山に作ったダムから水田の末端まで農業用

水を運ぶ水路網を利用して光ファイバーを敷設すれば山

奥から平野部までの広域インターネット環境を低コストで簡

単に作れる。これにより今まで不便だった中山間地での通

信環境が飛躍的に向上し、多様な価値観を持つ人々を地

方に呼び込む基盤ができるはずである。［18］ 

幸いなことに、農林水産省が 2021年度に新たに情報通

信環境整備を加えることを決定した。ようやく農業農村地

域の DXが始まったといえる。 

 

(2) 中山間地域の通信インフラ 

日本の農業農村地域には中山間地域が多い。中山間

に点在する集落は常に災害や鳥獣害などに悩まされてい

る。中山間地域の通信インフラ整備は見通しの良い平地

図 3 フィールドモニタリングシステム(FMS) 
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のみならず山林も含めて広域的な通信インフラ整備を考え

る必要がある。 

そこで私は現在、ラストワンマイルの通信インフラ整備の

方法を探るために福島県飯舘村で LoRa 通信方式による

山林内からの IoT センサデータの転送実験を実施してい

る。いまのところ、基地局や中継器を適切に配置すれば広

域をカバーできることがわかってきている。［19］ 

 

 

 

５．おわりに－農業農村地域におけるＤＸ 

 

私は大学では土壌物理学を専門としていたが、栃木の

農家出身ということもあり、いつも農村の生活環境には関

心を持っていた。表１には、「(8)村づくり情報ネットの展望

と課題」がある［20］が、これは 1996 年の農業土木学会農

村計画研究部会現地研修会で地域格差を埋めるためのイ

ンターネット利用について提案した資料である。また、

「(17)環境保全型サイバー首都移転構想」は、首都「機能」

だけなら当時のインターネット技術でも上手く利用すること

によって作れる、という提案である。いま改めてこれらの資

料を見直してみると、データやデジタル技術を駆使すれば

農業農村地域が変わりますよ、と当時から主張していたに

過ぎない。そういう意味では、私は最初から農業農村地域

における DXを目指していたのかもしれない。 
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都市緑地の熱的効果およびヒートアイランド現象に関する研究 

 
本條 毅 

 
千葉大学大学院 園芸学研究院 

                                                                             
要旨 

ヒートアイランドによる都市環境の悪化は，近年大きな問題となっている。その中で，都市緑地の気象緩和効果は，数少

ないヒートアイランド対策の一つである。しかし，その効果については不明な点が多い。初期の研究では，都市緑地の熱的

な効果の実態を解明するため，微気象測定，リモートセンシングデータの解析，シミュレーションなどの手法により，都市緑

地の気温低下の実態や，緑地のスケールと外部に及ぼす影響との関係などについて知見を得た。また，近年はヒートアイ

ランドについても様々な研究を行い，ヒートアイランド測定システムの最適な測定点密度，海岸部の都市でのヒートアイラン

ドの挙動，都市緑地と人間の行動との関係などについても研究を行った。これらの概要について述べる。 
                                                                             
キーワード 
微気象，都市気候，クールアイランド，気象緩和効果，温熱快適感，観測ネットワーク 
 
緒言 

 
市街地が郊外よりも高温となり，ヒートアイランドが形成さ

れる現象は，世界中の都市でみられる。わが国では，近年

とくに夏季には，熱中症になる人が増えるなど，社会的な

問題にもなっている。 
屋外の気温を下げることは，空間体積が膨大であるため

室内の空調に比べ非常に難しい。都市内の緑地は，蒸発

散が行えることやエネルギー消費が少ないことから，周囲

に比べて低温であり，緑地上の空気が外に流れ出ることに

より，比較的高温である気温を下げることができると考えら

れる。このような都市緑地の気象緩和効果は，都市のヒー

トアイランド問題への数少ない対策といえる。 
図１は，夏の新宿御苑付近の表面温度を示したものだ

が，御苑内は低温であり，新宿御苑の周辺はビルや住宅

街であり，表面温度は高い。図のように風が吹くと，御苑か

らは，風下方向の都市部に冷気が移動すると考えられ，こ

れが，都市緑地の熱的効果の典型例である。緑地内の表

面温度や気温低下とともに，外部の気温がどの程度低下

するかを解明しようと研究を開始した。 

 
図 2 に研究の構成を示す。研究は大きく分けて，初期の

都市緑地の熱的効果の研究と，その後のヒートアイランド

や温熱快適感についてのさまざまな研究に分かれる。最

終的には，ヒートアイランド対策に資することが研究の目的

である。以下に，これまでおこなった研究について概要を

述べる。 
 
都市緑地の熱的効果 
 
「緑地の熱的効果の研究」をはじめた 1980 年頃には，ヒ

ートアイランドという言葉も一般には知られておらず，都市

緑地がどの程度都市熱環境に影響を及ぼしているのかに

ついて，定量的な研究はほぼ無い状態であった。 
 そこで，微気象観測，リモートセンシングの応用，シミュレ

ーションによる解析の三つの手法を柱として，都市緑地の

熱的な効果の実態解明の研究を開始した。測定をしたわ

かったのは，緑地内の気温低下は比較的容易に測定可能

であるが，外部への影響は測定が難しいことであった。図3
図１ 新宿御苑付近の表面温度 

図 2 研究の構成 
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は都市緑地と市街地の気温の移動測定例だが（本條ら，

1998），風が緑地から市街地に吹く場合，緑地が外部に影

響を及ぼしている現象が見られる。後に，成田ら（2004），
永谷ら(2008)などで，実態がより詳細に解明できた。 
 

 
微気象観測のみから緑地の影響の範囲を予測するのは

難しいので，シミュレーションによって緑地の影響の範囲を

解析した(Honjo & Takakura, 1990-91)。シミュレーションは

2 次元で，100m から 400m の規模の異なる緑地があり，緑

地の表面温度が周囲より低く低温域が形成されるモデルと

した。気温は，風上の都市では高く，緑地内で低下し，風

下側の都市で上がるはずで，緑地の影響の範囲は，図 4
のように気温が元に戻るまでの距離と定義した。 
シミュレーションの方程式で，小規模な拡散現象のモデ

ル化のため，乱流モデルとして k-εモデルを使用した。当

時の大型計算機で使用できたメインメモリはたしか 10MB
であった。現在でも，乱流モデルなどはあまり変化ないもの

の，コンピュータのスピードが劇的に早くなり，使用できるメ

モリが増えたことや，簡単に使用できるソフトウェアなどによ

り３次元での解析も容易にできるようになった。 

図 5 は，シミュレーションの結果で，緑地の影響の範囲と

緑地サイズの関係を示したものである。緑地が大きくなると，

影響の範囲は大きくなるが，一定値に漸近するようになる。

したがって，緑地の影響の範囲を大きくするには，同じ面

積であれば，大規模緑地１つより，小さな緑地を多数配置

することが有効であると考えた。 

 
温熱快適感と人間行動 
 
気温は同じでも，夜間の公園ではすぐ近くの都市部より

も涼しく感じることが多い。緑地の利用に際しては，人間の

体感も重要であることは，研究初期から感じていたが，スウ

ェーデンのヨーテボリ大学との共同研究で，屋外での体感

温度と人間行動について詳細に研究を行うことができた

（Thorsson et al.，2007）。 
この研究では，千葉大学園芸学部のある松戸を対象と

して，松戸駅前広場と松戸中央公園での気象観測，快適

感のアンケート，滞在人数調査などを行った。図 6 は，体

感温度と屋外の滞在者数の関係を示したものである。駅前

広場では，気温と滞在人数は関係がないのに対し，公園

では気温が高いほど人数が増える。つまり，駅前広場では

人々は用事などがあり体感温度に関係なく滞留するが，公

園では快適なときに人が増える傾向がある。 

また，当然ではあるのだが，温熱快適感のアンケート結

果と，気象データから算出した体感温度がよく一致すること

などもわかった。 
 
熱中症の危険度 
 
温熱快適感の研究として，オリンピックでの熱中症の危

険性なども解析した(Honjo et al., 2018)。図 7 は，マラソン

図 4 都市緑地の影響シミュレーション模式図 

図 6 体感温度と屋外の滞在者数の関係 

図 3 都市緑地の影響測定例 

図 5 緑地サイズと影響の範囲の関係 
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コース上での暑さ指数を，精密な都市形状モデルを元に

計算した結果で，図の横軸はマラソンスタートからの距離，

グラフの線は，6 時，8 時，10 時の暑さ指数を示している。

暑さ指数が下がっているのは，樹木や建物で影になって

いるためである。暑さ指数が 28 度以上で熱中症の危険性

が大きいと考えられるので，この図では，午前 8 時以降は

日陰を除いて，熱中症の危険性が大きい状態である。スポ

ーツイベントなどでは，事前にこのような分析を行えば熱中

症の危険性を減らすことができる。 
 
ヒートアイランドの移動 

 
やや大規模な現象として，ヒートアイランドの移動につい

ても研究を行った（Honjo, 2019）。図 8 は首都圏の 8 月と 1
月の平均気温からの偏差で，赤い部分が相対的に気温の

高いヒートアイランドと見なせる。8 月は，ヒートアイランドは

内陸に伸びており，一方 1 月には沿岸部にヒートアイランド

があることがわかる。紫の三角はヒートアイランドの中心で，

数字は時刻を表す。ヒートアイランドの中心は，8 月には南

北（7 時が最南で 15 時が最北）に動き，1 月には都心のあ

たりで動かない。 
ヒートアイランドの狭義の定義は，気温が低い郊外に囲

まれた都市中心部の気温が高い部分であり，定常的で動

かないイメージがある。実際には沿岸都市のヒートアイラン

ドでは，形状もダイナミックに変化するし中心も移動する。

他の都市での測定結果でも，ヒートアイランドの移動が認

められるようになってきている。 

ヒートアイランドの予測 
 
世界の多くの都市では，ヒートアイランド現象が都市の

拡大とともにすすんでいる。開発途上国では気象観測網

がないため，衛星リモートセンシングにより，土地被覆と表

面温度を分析してヒートアイランドの現状を知り，将来を予

測することが有用な方法である。土地被覆の予測研究は

多いが，地表面温度の予測は非常に少ないので，道路分

布，標高などの影響を考慮して，土地被覆，表面温度を予

測するモデルを開発した。 
図 9 は，インドネシアの首都ジャカルタ近郊のボゴール

市におけるヒートアイランドを分析するため，2007 年と

2017 年のランドサット衛星データをもとに，過去と同様な変

化をすると仮定して 2027 年の土地被覆や表面温度を予

測したものである (Nurwanda & Honjo, 2020)。予測なの

で，モデルの評価は将来にしか行えないが，都市計画な

どは，このような予測を元に立ててゆく必要がある。 

 
今後の展望 
 
以上のような都市緑地の熱的な効果やヒートアイランド

に関する研究をもとに，今後は熱中症予防策，ヒートアイラ

ンド対策などを講じることが必要である。ヒートアイランドの

実態の解明だけでなく，問題の解決策，社会実装の方向

を示すことが，難しいが今後の課題である。都市計画の実

務者，研究者との連携も重要である。 
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気象学会会長の平野高司先生をはじめ，推薦の労を執

っていただいた諸先生に厚く感謝の意を表します。 

また，共同研究者の方々や研究を手伝ってくれた多くの学

生に心より謝意を表します。 

  

図 7 マラソンコース上での暑さ指数の変化 

図 8 首都圏の 8 月と 1 月の平均気温からの偏差分布 

図 9 土地被覆と表面温度の予測 
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日本農業工学会賞受賞者 

 

（2014 年度 ～ 2022 年度） 

 

 

日本農業工学会賞 2014（第 1回） 

   受賞者     受賞業績 

白井 清恒  灌漑方法の理論的研究 

中川昭一郎    学会の国内外における地位の確立 

田淵 俊男    土壌、水、窒素の動態研究 

橋本  康    国際学術振興を目指して 

木谷  収    農業工学の国際化 

中野 政詩    土壌中の物質移動に関する研究 

真木 太一    農業環境工学の研究 

町田 武美    農業情報化に関する研究 

 

 

日本農業工学会賞 2015（第 2回） 

受賞者  受賞業績 

古在 豊樹 閉鎖型植物生産システムに関する研究 

後藤 隆志 水田耕うん整地用機械の高速化に関する研究 

田中 忠次 土構造物の構造安定解析の研究 

橋口 公一 固体の非可逆力学現象の支配法則：下負荷面モデルの提案 

野口 伸  生物環境情報とロボットによる食料生産システムに関する研究 

 

 

日本農業工学会賞 2016（第 3回） 

受賞者  受賞業績 

玉浦 裕  太陽エネルギー利用による生態工学システム 

安永 円理子 安全・安心の消費者志向を考慮したプレ・ポストハーベスト技術 

鈴木 義則 地形気象ならびに都市熱対策に関する研究 

干場 信司 家畜生産システムの総合的評価に関する研究 

永木 正和 農業経済学と情報学のリンクした領域を拓く 

近藤 直  マニピュレータ、マシンビジョンを有する農業ロボット 

青山 咸康 農業水利構造物の地震時挙動の解析と耐震性評価に関する研究 
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日本農業工学会賞 2017（第 4回） 

受賞者  受賞業績 

竹内俊郎 閉鎖生態系循環式魚類飼育システムの構築 

吉田 敏  植物生産システムにおける制御環境下の根機能 

早川誠而 大気中の熱・物質輸送と農業気象災害に関する研究 

小松崎将一 カバークロップを利用した農作業システムに関する研究 

佐竹隆顕 生物生産・流通プロセスの高度化に関する研究 

岸田義典 日本・世界の開発途上国の農業機械化の促進 

川村周三 米の収穫後プロセスにおける品質食味向上技術の開発 

中 達雄  農業水利システムの性能照査型設計手法の開発 

千賀裕太郎 地域資源としての水・土地の特性解明と利用計画手法の構築 

 

 

日本農業工学会賞 2018（第 5回） 

受賞者  受賞業績 

野並 浩  細胞膨圧計測に伴うソフトイオン化細胞分子計測の開発 

原薗 芳信 各種生態系における温室効果ガス収支の観測と収支評価 

田島 淳  環境保全型農作業システム構築のための局所耕うん栽培技術の開発 

中野 和弘 ハウス栽培篤農家のノウハウ抽出に関する研究 

亀岡 孝治 農作物・農産物のマルチ分光計測に関する研究 

酒井 憲司 カオス理論農学応用の為の頑健カオス解析法 

増本 隆夫 流域規模の農地水利用と自然・人為的水循環変化に関する研究 

星野 敏  グロ－バル化時代に対応した新たな農村コミュニティ計画論の確立 

 

 

日本農業工学会賞 2019（第 6回） 

受賞者  受賞業績 

木部 勢至朗 閉鎖生態系生命維持技術を用いた宇宙居住系技術の研究 

後藤 英司 植物工場における植物の生育制御に関する研究 

小林 和彦 大気環境変化が農業に及ぼす影響の圃場実験による解明 

宮崎 昌宏 傾斜地果樹園における機械化作業体系に関する研究 

奥島 里美 園芸施設内部の気流と環境制御に関する研究 

大政 謙次 植物機能リモートセンシングと空間情報解析に関する先駆的研究 

渡邉 紹裕 農業用水管理と地域環境の関係に関する研究 
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日本農業工学会賞 2020（第 7回） 

受賞者  受賞業績 

船田 良  木質バイオマスの形成制御機構に関する研究 

田中 道男 洋ランのクローン苗生産に関する先駆的技術の開発 

小沢 聖  作物反応を活用した環境制御技術の開発 

荒木 肇  カバークロップによる農耕地環境改善と作物生産性向上に関する研究 

古野 伸典 積雪寒冷地域における施設園芸の環境制御と強靱化に関する研究 

平藤 雅之 農業における IoT,ビッグデータ、AI の研究 

飯田 訓久 コンバインの自動化・ロボット化・情報化に関する研究 

久保 成隆 開水路用排水路系における流れの解析と制御に関する研究 

 

 

 

 

日本農業工学会賞 2021（第 8回） 

受賞者  受賞業績 

皆川 秀夫 耕畜連携による循環型農業システムの構築 

伊藤 博通 Speaking Plant Approach による植物の生育制御に関する研究 

北宅 善昭 根域ガス環境の植物影響及びその制御 

辻 博之  北海道におけるリビングマルチを用いたダイズの保全的栽培に関する研究 

阿部 佳之 吸引通気式堆肥化処理による家畜ふん尿の資源化に関する研究 

星 岳彦  施設環境計測制御の情報基盤の開発と普及 

井上 英二 圃場機械の振動低減化ならびに作業精度向上に関する研究 

村上 章  カルマンフィルタによる逆解析法の開発と農業水利施設の保全管理への応用 

広田 純一 人口減少下の農山漁村集落の存続・再生 

 

 

 

日本農業工学会賞 2022（第 9回） 

受賞者  受賞業績 

山路 永司 水田農業地域持続のための農村計画論の確立と国際展開 

白石 文秀 数式モデリングを根底に置く化学反応プロセスの開発に関する研究 

羽藤 堅治 生物環境工学における ICT に関わる研究 

森山 英樹 温室の気象災害低減に関する研究 

吉田 智一 分散協調スキームによる営農管理情報システムの開発 

森本 英嗣 スマート農業に資する土壌センサ搭載型可変施肥田植機に関する研究 

溝口 勝  農業農村地域における DX のための先導的研究 

本條 毅  都市緑地の熱的効果およびヒートアイランド現象に関する研究 
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日本農業工学会フェロー受賞者 

 

（平成 11 年度～2022 年度）（合計 407 名） 

受賞年度（受賞者数）（総会報告年月日） 

 

平成 11 年度（19 名） 

平成 12 年 5 月 19 日 

岡本 嗣男 

角屋  睦 

木谷  収 

久保 七郎 

古在 豊樹 

佐野 文彦 

白井 清恒 

白石 英彦 

須藤 清次 

世良田和寛 

田渕 俊雄 

茶谷  仁 

中川昭一郎 

中村 良太 

橋本  康 

前川 孝昭 

真木 太一 

安富 六郎 

和田 完司 

 

平成 12 年度（11 名）  

平成 13 年 5 月 18 日  

近藤 次郎 

塩谷 哲夫 

庄司 英信 

杉  二郎 

鈴木 義則 

中村 武夫 

行方 文吾 

野口 正三(辞退) 

林  弘宣 

八幡 敏雄 

福田 仁志 

 

平成 13 年度（11 名）  

平成 14 年 5 月 17 日 

相賀 一郎 

遠藤織太郎 

緒形 博之 

菊岡 武男(辞退) 

久保 祐雄 

沢田 敏男 

高倉  直 

藤川 武信(辞退) 

古谷  将(辞退) 

松田 良一 

山本  茂 

  

平成 14 年度（11 名）  

平成 15 年 5 月 16 日 

上森 千秋 

岩崎 和巳 

岸上 定男 

田中 宏平 

田中弥寿男 

長野 敏英 

中山 敬一 

新田 慶治 

細川  明 

山澤 新吾 

米村 純一 

 

平成 15 年度（11 名）  

平成 16 年 5 月 14 日 

不破敬一郎 

高井 宗宏 

町田 武美 

渡部 一郎 

川村  登 

堂腰  純 

清水 邦夫(辞退) 

白滝 山二 

長  智男(辞退) 

藤田 則之 

山本 光男 

  

平成 16 年度（45 名）  

平成 17 年 5 月 13 日 

矢吹 萬壽 

有馬  博 

高辻 正基 

獅山 慈孝 

蔵田 憲次 

松井  健 

宮山平八郎 

坂上  務 

羽生 寿郎 

三原 義秋 

藍  房和 

田中  孝 

前田 耕一(辞退) 

増田 正三 

三箇山正雄 

山下 律也 

石光 研二 

小出  進 

長﨑  明 

市村 一男 

村瀬治比古 

関谷 光博 

中原 通夫 

穴瀬  真 

松下  玄 

徳永 光一 

河野  洋 

渡辺  潔 

石川  明 

田中礼次郎 

篠邉 三郎 

河原田禮次郎 

中村  充 

井上 自然 

佐藤 晃三(辞退) 

難波 直彦(辞退) 

岩田 進午 

野村 安治 

土崎 哲男 

岸本良次郎 

鈴木 光剛 

湯川 清光 

中川  稔 

浅原 辰夫 

中島 哲生 

 

平成 17 年度（50 名）  

平成 18 年 5 月 12 日  

堀部 和雄 

大島 泰郎 

大矢 晴彦 

須藤 隆一 

高桑 栄松 

都留 信也 

筑紫 二郎 

内嶋善兵衛 

内島 立郎 

小元 敬男 

吉野 正敏 

小中 俊雄 

坂井  純 

並河  清 

村田  敏 

森嶋  博 

立花 一雄 

海老澤 勲 

相原 良安 

内海 修一 

今尾 昭夫 

長堀 金造 

梅田 安治 

戸原 義男 

村上 康蔵 

細山田健三 

酒井 信一 

近森 邦英 

浅井喜代治 

須藤良太郎 

四方 田穆 

内藤 克美 

吉田 昭治 

南   信弘 

丸山 利輔 

鈴木  敬 

佐藤 晃一 

大根 義男 

仲野 良紀 

岡本 雅美 

谷山 重孝 

翁長 謙良 

江崎  要 

黒田 正治 
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長谷川高士 

北村貞太郎 

川尻裕一郎 

冨田 正彦 

豊田  勝 

坂井 直樹 

 

平成 18 年度（19 名）  

平成 19 年 5 月 11 日 

松岡 孝尚 

橋口 公一 

今井  勝 

上村 賢治 

山崎  稔 

長島 守正 

速水 昭彦 

多田  敦(辞退) 

矢橋 晨吾 

藤井 弘章 

高山 昌照 

笹野 伸治 

松田  豊 

澁谷勤治郎 

河野  広 

中野 政詩 

飯本 光雄 

永田 雅輝 

岸田 義典 

 

平成 19 年度（5 名）  

平成 20 年 5 月 9 日 

堀口 郁夫 

谷信  輝 

西山 喜雄 

上野 久儀 

原   道宏 

 

平成 20 年度（12 名）  

平成 21 年 5 月 22 日 

堀尾  尚志 

森泉  昭治 

岸田  恭充 

泊      功 

瀬尾  康久 

笹尾    彰 

市川  友彦 

伊藤  和彦 

佐藤  洋平 

山本    敏 

仁科  弘重 

矢澤    進 

 
平成 21 年度（19 名）  

平成 22 年 5 月 13 日 

高山  真策 

松山  正彦 

高田  吉治 

石川  文武 

小池  正之 

唐橋    需 

石橋  憲一 

岡太    郎 

海田  能宏 

辻厚    志 

藤居  宏一 

藤澤    和 

福桜  盛一 

矢野  友久 

高橋    強 

大政  謙次  

花形  将司 

米川  智司 

駒村  正治 

 

平成 22 年度（14 名）  

平成 23 年 9 月 12 日 

林真  紀夫 

早川  誠而 

中司    敬  

伊藤  信孝 

梅田  幹雄 

園部  和彦 

真勢    徹 

田中  雅史 

松田  誠祐 

堤      聰  

中野  俊郎 

常松    哲 

桑原  孝雄 

長澤  徹明 

 
平成 23 年度（14 名）  

平成 24 年 5 月 15 日 

位田  晴久 

清野    豁 

瀧川  具弘 

喜多    毅  

澁澤    栄 

保坂  幸男 

三野    徹  

今井  敏行 

杉山  博信 

田中  忠次 

青山  咸康 

有田  博之 

竹内  俊郎 

奥島  里美 

 
平成 24 年度（16 名）  

平成 25 年 5 月 14 日 

田中  道男 

野並    浩 

青木  正敏 

小林    恭 

大下  誠一 

行本    修 

相良  泰行 

中野  芳輔 

宜保  清一 

宮崎    毅 

河地  利彦 

小前  隆美 

森      健 

千賀裕太郎 

平藤  雅之 

木部勢至朗 

 
平成 25 年度（13 名）  

平成 26 年 5 月 13 日 

石川 勝美 

北野 雅治 

岡田  益己 

細川 寿氏 

近藤 直氏 

後藤  隆志 

志賀   徹 

渡部  良朋 

藤井  克己 

内田  一徳 

竹内  睦雄 

亀岡  孝治 

玉浦   裕 

 
平成 26 年度（15 名）  

平成 27 年 5 月 12 日

平間 淳司 

森本 哲夫 

大場 和彦 

東城 清秀 

野口 伸 

内野 敏剛 

干場 信司 

塩沢 昌 

石田 朋靖 

高橋 順二 

石田 憲治 

中野 和弘 

北宅 善昭 

中 達雄 

田川 彰男 

 
平成 27 年度（13 名）  

平成 28 年 5 月 20 日 

船田 良 

後藤 英司 

清水 浩 

浦野 慎一 

小松崎 将一 

山口 智治 

永木 正和 

小田原 哲一 

川村 周三 

庄子 和博 

小泉 健 

春山 成子 

平松 和昭 

 
平成 28 年度（21 名）  

平成 29 年 5 月 16 日 

泉谷 直昭 

田澤 信二 

星 岳彦 

門田 充司 

吉田 敏 

小林 和彦 

小沢 聖 
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荒木 肇 

宮崎 昌宏 

佐竹 隆顕 

佐瀬 勘紀 

二宮 正士 

井上 英二 

芋生 憲司 

杉山 隆夫 

森井 俊広 

渡邉 紹裕 

後藤 章 

毛利 栄征 

糸長 浩司 

山路 永司 

 
平成 29 年度（22 名）  

平成 30 年 5 月 15 日 

水谷 広 

白石 文秀 

桶 敏 

槐島 芳徳 

牧野 義雄 

皆川 秀夫 

菅野 洋光 

富士原 和宏 

林 久喜 

岩崎 浩一 

池口 厚男 

五十部 誠一郎 

南石 晃明 

木下榮一郎 

酒井 憲司 

豊田 淨彦 

山本 徳司 

河端 俊典 

溝口 勝 

佐々木 長市 

廣田 純一 

星野 敏 

 
平成 30 年度（21 名）  

2019 年 5 月 14 日 

多胡 靖宏 

大西 充 

伊藤 博通 

羽藤 堅治 

奥田 延幸 

山本 晴彦 

鮫島 良次 

宮田 明 

佐藤 禎稔 

田島 淳 

河野 澄夫 

後藤 清和 

中村 典裕 

滝岸 誠一 

飯田 訓久 

小竹 一男 

久野 貴敬 

久保 成隆 

白谷 栄作 

荘林 幹太郎 

中村 和正 

 
2020 年度(22 名) 

2020 年 5 月 15 日 

渡邊 博之 

中林 和重 

江口 壽彦 

西浦 芳史 

村上 克介 

本條 毅 

青野 靖之 

大野 宏之 

武田 純一 

亀井 雅浩 

大森 定夫 

豊田 裕道 

平石 武 

吉田 智一 

川越 義則 

藤村 博志 

坂口 栄一郎 

原田 和夫 

籾井 和朗 

向後 雄二 

土居 邦弘 

辻 修 

 

2021 年度(22 名) 

2021 年 5 月 14 日 

増田 篤稔 

齋藤 高弘 

有馬 誠一 

松岡 健 

荊木 康臣 

黒瀬 義孝 

杉浦 俊彦 

長﨑 裕司 

庄司 浩一 

石川 豊 

北村 豊 

野口 良造 

山田 優 

水野 英則 

西村 洋 

小林 研 

井上 京 

藤原 信好 

長 裕幸 

稲垣 仁根 

小林 久 

福与 徳文 

 

2022 年度(23 名) 

2022 年 5 月 14 日 

伊能 利郎 

寺添 斉 

大橋 敬子 

安永 円理子 

伊藤 大雄 

桑形 恒男 

長谷川 利拡 

深山 大介 

元林 浩太 

岩渕 和則 

𡈽𡈽方 亨 

田上 隆一 

吉村 秀清 

田中 史彦 

八谷 満 

宮原 佳彦 

工藤 りか 

成岡 市  

北川 巌 

松本 伸介 

北辻 政文 

藤崎 浩幸 

柚山 義人 

 

日本農業工学会2022学会賞受賞講演要旨

43



2022年度日本農業工学会フェロー受賞者 

 

2022 年 5 月１4 日授与 

 

伊能 利郎 生態工学会 株式会社ダイキンアプライドシステムズ 

プロフェッショナルアソシエイト（元開発担当部長） 

寺添 斉 生態工学会 一般財団法人 電力中央研究所 主任研究員 

大橋 敬子 日本生物環境工学

会 

玉川大学 教授 

安永 円理

子 

日本生物環境工学

会 

東京大学大学院農学生命科学研究科 准教授 

伊藤 大雄 日本農業気象学会 弘前大学 農学生命科学部附属  

生物共生教育研究センター 教授 

桑形 恒男 日本農業気象学会 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

再雇用職員 

長谷川 利拡 日本農業気象学会 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

グループ長 

深山 大介 日本農作業学会 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 

農業機械研究部門 無人化農作業研究領域 領域長 

元林 浩太 日本農作業学会 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

農業機械研究部門 知能化農機研究領域 グループ長 

岩渕 和則 農業施設学会 北海道大学 教授 

𡈽𡈽方 亨 農業施設学会 全国農業協同組合連合会施設農住部 専任次長 

田上 隆一 農業情報学会 一般社団法人日本生産者GAP協会 理事長 

吉村 秀清 農業情報学会 茨城県立農業大学校 講師 

田中 史彦 農業食料工学会 九州大学大学院農学研究院 教授 

八谷 満 農業食料工学会 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 

農業機械研究部門 知能化農機研究領域長 

宮原 佳彦 農業食料工学会 一般社団法人 農業食料工学会 事務局長 

工藤 りか 農業電化協会 株式会社四国総合研究所 電子アグリ技術部  

アグリバイオグループ長 研究主幹 

成岡 市  農業農村工学会 三重大学 名誉教授 

北川 巌 農業農村工学会 農研機構農地整備グループ長補佐 

松本 伸介 農業農村工学会 高知大学教育研究部自然科学系農学部門 教授 

北辻 政文 農業農村工学会 宮城大学食産業学群 教授 

藤崎 浩幸 農村計画学会 弘前大学農学生命科学部 教授 

柚山 義人 農村計画学会 一般社団法人日本有機資源協会 専務理事 
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１．日本農業工学会会則 
昭和 59年 6月 30日制定 

平成 5年 5月 20日一部改定 

平成 20年 5月 9日一部改正 

平成 23年 5月 11日一部改正 

平成 30年 5月 15日一部改正 

2021年 5月 14日一部改正 

 

第１章 総 則 

 

第 1  条 本会は日本農業工学会（Japan Association of  International Commission 

of Agricultural and Biosystems Engineering）と称する。 

第 2  条  本会は事務所を東京都内に置く。 

 

第２章 目的及び事業 

 

第 3 条 本会は農業工学に関する会員相互の協力により、農業工学及びその技術の進

歩発達に資することを目的とする。 

第 4 条  本会は、その目的を達成するために次の事業を行う。 

(1) 各学会、協会の連絡・協力及びその総合活動 

(2) 内外の農業工学関係諸機関・団体及び個人との連絡 

(3) 講演会等の開催 

(4) その他目的を達成するために必要な事業 

 

第３章 会 員 

 

第 5 条  会員を分けて、正会員・維持会員及び国際会員とする。 

(1) 正会員は、農業工学に関する学術団体とする。 

(2) 維持会員は、本会の目的に賛助する団体とする。  

(3) 国際会員は、正会員に属する個人であって、国際農業工学会に登録したも

のとする。  

第 6 条  本会に入会しようとするものは、別に定める入会申込書を提出し、理事会の承

認を得るものとする。 

第 7 条 正会員で退会しようとするものは、その旨書面をもって届け出て理事会の承認を

得るものとする。  

      2．維持会員・国際会員が２年以上会費を滞納した場合は退会したものとみなす。 

 

第４章 役 員 

 

第 8 条 本会に次の役員を置く。 

      会長 1名 副会長 2名 理事 若干名 監事 2名 

        会長・副会長は理事とする。 

第 9 条  会長は本会を代表し、会務を統べ、総会及び理事会の議長となる。 
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第 10 条 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき、または欠けたときはあらかじめ

会長が指名した順序で、その職務を代行する。 

第 11 条 理事は会長を補佐し、会務を処理する。 

第 12 条 監事は会計の状況及び理事の業務執行を監査する。 

第 13 条 役員の選任は総会において行う。 

第 14 条 役員の任期は 3年とし、更任期の定時総会までとする。ただし、辞任又は任期満

了の役員は後任者が就任するまではその職務を行うものとする。 

第 15 条 役員で欠員を生じ、補充の必要があるときは、第 13条の規定により選任する。

後任者の任期は前任者の残存期間とする。ただし、定時総会までの期間は理

事会の承認を経て、次回定時総会まで職務を行う者をおくことができる。 

 

第５章 会 議 

 

第 16 条 会議を分けて総会・理事会とする。 

第 17 条 総会は定時総会及び臨時総会の２種とする。 

第 18 条 総会は正会員および維持会員の推薦による代議員をもって組織する。 

     2．代議員の定数及び任期は別に定める。 

第 19 条 定時総会は毎年 1回会計年度終了後 2 ヶ月以内に会長が招集する。 

第 20 条 臨時総会は次の場合にこれを開く。 

       (1) 理事会において必要と認めたとき 

      (2) 代議員の 5分の 1以上から、会議目的である事項を示して請求されたとき 

      (3) 監事から請求されたとき 

第 21条 総会は会長がこれを招集し、少なくとも 14 日前に会議の目的である事項を書面

または電磁的方法（電子メール）をもって代議員に通知することを要する。 

第 22条 次の事項は総会に提出してその承認を得る。 

      (1) 当該年度の予算 

      (2) 貸借対照表・財産目録及び収支決算書 

      (3) その他理事会において必要と認めた事項 

第 23 条 次の事項を定時総会に報告する。 

      (1) 前年度事業報告 

      (2) 会員の状況 

      (3) 業務及び会計監査の報告 

      (4) その他理事会において必要と認めた事項 

第 24 条 総会は代議員総数の２分の１以上の出席を必要とする。 

      ただし、欠席者も書面もしくは電磁的方法（電子メール）により又は委任により表決

権を行使することができる。この場合出席者とみなす。 

第 25 条 総会の議決は出席者の過半数をもつて、これを決する。 

      2．可否同数の場合は議長がこれを定める。 

第 26 条 理事会は会長が必要と認めたとき招集する。 

      ただし会長は理事現在数の５分の１以上から会議に付議すべき事項を書面または

電磁的方法（電子メール）をもって示し、理事会の招集を請求された日から 14日

以内にこれを招集する。 

第 27 条  理事会の定足数及び議決については第 24条及び第 25条を準用する。 
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第６章 会 計 

 

第 28 条 本会の事業年度及び会計年度は毎年 4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わ

る。 

第29 条 本会の事業計画及びこれに伴う収支予算は、会長が編成し、毎年会計年度開始

前に、理事会及び総会の議決を経て、行使する。 

     2．前項の規定に係わらず、やむを得ない事情により同項に規定する総会を開催す

ることができないときは、総会を省略することができる。この場合においては、翌

会計年度開始後最初に開催される総会において、これに係わる承認を得なけれ

ばならない。 

第 30 条 本会の収支決算は、会長が作成し、財産目録、貸借対照表及び収支決算書に

監事の意見をつけ理事会の承認を受けて、定時総会に報告する。 

     2．本会の収支決算に剰余金のあるときは、理事会の議決及び総会の承認を受けて、

その一部、もしくは全部を基本財産に編入し、または、翌年に繰越すものとす

る。 

第 31 条 基本財産は財産目録の基本財産の部に記載のうえ、確実なる方法により保管し、

譲渡・交換または担保に供することはできない。ただし、本会の事業遂行上やむ

得ない理由があるときは、理事会及び総会の議決を経て、処分することができ

る。 

 

第７章  会則の改定及び解散 

 

第 32 条 この会則の変更は、理事会及び総会において各々の 3分の 2以上の議決を要

する。 

第33 条 本会の解散は、理事会及び総会の 4分の 3以上の議決を要する。 

 

付則 

1. この会則の施行に必要な細則は、総会の議決で定める。細則には会員の入会・役員

の選出・理事の職務分担・役員会の規定・代議員の選任定数・会費の額等を規定す

る。 

2. 本会の所在地を東京都品川区西五反田７－２２－１７ＴＯＣビル１１階３４号 一般財団

法人農林統計協会内とする。 

3. この会則は昭和 59年 6月 30日から施行する。 

 

付記 

本会の設立年月日は昭和５９年６月３０日である。 
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２．日本農業工学会細則 

昭和 63年 5月 6日一部改定 

平成 4年 5月 12日一部改定 

平成 6年 5月 13日一部改定 

平成 8年 5月 10日一部改定 

平成 11年 5月 21日一部改定 

平成 13年 5月 18日一部改定 

平成 26年 5月 13日一部改定 

平成 28年 5月 20日一部改正 

 

第１章 会 員 

 

第 1 条 正会員として入会しようとするものは、所定の入会申込書に次の事項を記入し、

又は書類を添付して提出する。 

   (1) 団体名 

   (2) 本部事務所の所在地及び電話番号 

   (3) 定款及び諸規程 

   (4) 団体の経歴の概要                 

   (5) 役員の氏名・主要勤務先及び職務 

   (6) 最近における各種別会員の数 

   (7) 最近 1年間の刊行雑誌・図書の表題・発行周期・大きさ・頁数・発行部数 

第 2 条 維持会員及び国際会員として入会しようとするものは、所定の入会申込書所要

欄に記入して提出する。 

第 3 条 入会者は承認通知を受けて後、会費を納めて資格を得る。 

第 4 条 会員は、申込書記入事項に変更のあった都度本会に届けなければならない。た

だし、正会員にあっては第 1条第 6号及び第 7号は毎年 1回の届け出とする。 

 

第２章 役員･代議員･委員･名誉顧問・フェロー 

 

第 5 条 理事会は役員候補者を選考し、総会に提出する。 

第 6 条 理事会は正会員ごとに各 1名の役員候補者の推薦を受け、この中から会長・副

会長・理事・監事候補を選考し、総会提出案を作成する。 

     2．会長は、前項にかかげる理事以外に、理事候補2名以内を推薦し、総会の承認を

得て、理事とすることができる。 

第 7 条 代議員は正会員及び維持会員の推薦によって会長が委嘱し、その任期は 3年と

する。ただし、交替した場合の後任者の任期は残存期間とする。 

第 8 条 代議員の数は次を基準とし、理事会で定める数とする。 

      (1) 会員 500 名以下の正会員にあっては 1名 

      (2) 会員 500名を超える正会員にあっては、会員 500名を超える数につき 2000名

区切り毎に 1名。但し、人数は正会員からの申請に基づき変更することができ

る。 

      (3) 団体のみで構成される正会員にあっては、構成団体数を会員数とみなす。 

       (4) 維持会員にあっては 1名 
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      (5) 国際会員にあっては、正会員別に 1名 

第 9 条 理事会は次の区分により会務を分担する。 

      庶務・会計・国際・事業 

     2．会長は理事のうちから事務局長を指名し、会務の円滑な運営及び理事会から委

任された事項の処理に当たらせることができる。 

第 10条 本会は必要に応じ各種の委員会を置くことができる。 

      委員は、理事会の議決を経て会長が委嘱する。 

第 11条 本会に名誉顧問及びフェローを置くことができる。 

     2．名誉顧問は理事会の推薦によって会長が委嘱する。名誉顧問は理事会の諮問に

応じ、助言することができる。 

     3．フェローは理事会の議を経て授与される。フェローは役員ではなく、顕著な功績の

あった者を顕彰する称号である。日本農業工学会が返還を求めない限りフェロ

ーの称号を保持することができる。 

 

第３章 表 彰 

 

第 12条 本会は農業工学分野の学術や事業等に貢献した団体・個人を表彰することがで

きる。表彰は顕彰選考規則により選考し、理事会で審議・決定し、総会で報告す

る。 

      (1) 特に優れた業績を上げた個人（日本農業工学会賞） 

      (2) 特に功労のあった個人・団体（功績賞、貢献賞等） 

(3) 本会が主体的に企画・運営した学術的行事における参加学協会等団体

（感謝状等） 

 

第４章 会 費 

 

第 13条 会費は予算に基づき、次のとおり分担せしめる。 

(1) 正会員 

       均等割と代議員数割とし、予算作成の際に夫々の額を定める。 

(2) 維持会員 

        年額 2万円とする。 

(3) 国際会員 

       国際農業工学会への個人当納入額に事務経費を加算した額とする。 

 

第５章 細則の改訂 

 

第 14条 この細則の変更は理事会の議決を経て、総会の承認を受ける。 

 

付則 

1．この細則は、総会の議決のあった日から施行する。 
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３．日本農業工学会顕彰選考規則 
 

平成 26年 5月 13日制定 

平成 28年 5月 20日改定 

 

（目的）  

第１条 本規則は、細則第 12条に基づき、本会顕彰ついての選考の方法を定めるもので

ある。  

   

（方針）  

第２条 顕彰は細則 12条に示す内容について顕彰し、業績、社会貢献、国際性、実用性な

どの項目を考慮し、特に優れた功績に対して授与することを選考の方針とする。 

    

（推薦）  

第３条 日本農業工学会（以下本会という）の正会員は本会顕彰方針に則り、日本農業工

学会賞候補者１名を別紙様式 1による推薦書を毎年理事会で定めた期日までに顕

彰選考委員会に提出する。 

  2. 本会役員は細則 12条に該当する顕彰に該当者がある場合は、別紙様式 1による推

薦書を理事会で定めた期日までに顕彰選考委員会に提出する。 

 

（顕彰の手続き）  

第４条 顕彰は正会員及び本会役員の推薦により、｢顕彰選考委員会｣の審査を経て理事

会で審議・決定し、総会で報告する。 

 

（選考）  

第５条 会長は顕彰事業を推進するため、顕彰選考委員会（以下委員会という）を設置す

る。  

 2．委員会の委員は 5 人とし、理事会の議を経て会長が指名する。  

 3．委員の候補者及び委員の氏名は公開しない。  

 4．委員の任期は 3年とする。  

 5．委員会に委員長及び副委員長をおく、委員長及び副委員長は委員の互選による、委

員長は委員会を招集しその議長となる。副委員長は委員長を補佐し、委員長に事項

ある時は、その職務を代行する。  

 6．委員会は定められた審査基準に基づき、推薦書及び審査結果について審議の上、日

本農業工学会賞、その他の顕彰を授与するのが適当と認められた候補者を選考し、

その結果を会長に報告する。  

 7．委員会の議事は公開しない。その他委員会に必要な事項は委員会において定める。  

 8．委員会の報告を受けた会長は、理事会で審議し、授与するものを決定する。  

 

（規則改定） 

第６条 この規則の変更は理事会で審議し、総会で議決する。 

 

付 則  

第７条 この規則は総会で議決した日から施行する。  
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４．日本農業工学会賞選考内規 
 

平成 27年 1月 24日理事会承認 

平成 27年 9月 12日改正理事会承認 

 

 

１． 日本農業工学会賞は、加盟正会員の学問分野における優れた研究あるいは技術開

発に多大な業績を上げた者を対象とし顕彰する。 

２． 業績評価は学術業績、国際性、社会貢献、実用性などの観点から農業工学のパブリ

シティを高める内容であること。 

３． 日本農業工学会賞は加盟正会員各学協会の顕著な賞を授与された個人を選考対象

とする。 

４． 各学協会の顕彰年度は過去の年度の顕彰も対象とする。 

５． 日本農業工学会賞の候補者は本会の指定日に受賞講演することを内諾しているも

のとする。 

６． 受賞者に賞状及び記念楯を授与する。 

７． 学会ホームページ上で受賞者氏名、顕彰内容を公告する。 
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５．フェロー規程 
平成 11 年 5 月 21 日制定 

平成 13 年 12 月 11 日改定 

平成 21 年 5 月 22 日改定 

平成 30 年 5 月 15 日改定 

  

（目的）  

第１条 管理運営、その他の活動を通じて、日本農業工学会（以下本会という）の関与する

分野の学問技術の発展に継続的に顕著な功績のあった者を顕彰するため、フェ

ローの称号を設ける。  

  

（身分）  

第２条 フェローは称号であって会員の種別ではない。ただし、フェローの称号を得たものを

フェローと呼称することができる。  

  

（資格）  

第３条 フェローの称号を授与されるものは傘下の各学協会（以下、推薦者）からの推薦に

基づき、フェロー選考委員会及び日本農業工学会理事会の議を経て推薦された

者及び日本農業工学会理事会から推薦された者とする。 

  2． フェローの称号を授与されたものは、日本農業工学会が返還を求めない限りフェロ

ーの称号を保持することができる。  

  

 （フェローの数） （選考）  

第４条 フェローの選考については別に定める。 

  

（顕彰）  

第５条 新たにフェローの称号を受けるものには称号授与の証状およびバッジを呈すると

共に、その氏名・業績および顕彰理由を総会で告知する。  

   

付 則  

第６条 本規定は平成 21 年 5 月 22 日から施行する。  
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６．フェロー選考規則 
                                 

平成 11 年 5 月 21 日制定 

平成 16 年 5 月 14 日改定 

平成 28 年 5 月 20 日改定 

平成 30 年 5 月 15 日改定 

令和元年 5 月 14 日改定 

 

（目的）  

第１条 本規則は、フェロー規程第４条に基づき、フェローの選考の方法を定めるものであ

る。  

  

（方針）  

第２条 フェローの称号は、フェロー規程第１条に示す活動項目に関する継続的な功績者

に対して授与することを選考の方針とする。  

  

（推薦）  

第３条 正会員（以下、推薦者）は、フェロー選考審査基準に則り、代議員数を基準として、

理事会で定めた人数までの候補者を推薦することができる。 

    2．前項の推薦にあたって、推薦者は別紙様式による推薦書および審査報告書を毎

年理事会で定めた期日までにフェロー選考委員会に提出する。 

    ３．理事会はフェロー選考審査基準に則り、候補者を推薦できる（以下、理事会推

薦）。 

  

（審査）  

第４条 推薦者は被推薦者について 3 人の審査員をフェローの中から選定し、審査を依頼

する。ただし、審査員には被推薦者と異なる機関に属するものが半数以上含まれ

ているものとする。  

    2．審査員は推薦書に基づき被推薦者について審査を行い、その結果を別紙様式2に

より推薦者に報告する。  

  

（選考）  

第５条 会長はフェローを選考するため、フェロー選考委員会（以下委員会という）を設置す

る。  

    2．委員会の委員は 5 人とし、理事会の議を経て会長が指名する。  

    3．委員の候補者及び委員の氏名は公開しない。  

    4．委員の任期は 3 年とする。  

    5．委員会に委員長及び副委員長をおく、委員長及び副委員長は委員の互選による、

委員長は委員会を招集しその議長となる。副委員長は委員長を補佐し、委員長

に事故ある時は、その職務を代行する。  
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    6．委員会は定められた審査基準に基づき、推薦書及び審査結果について審議の上、

フェローの称号を授与するのが適当と認められた候補者を選考し、その結果を会

長に報告する。  

    7．委員会の議事は公開しない。その他委員会に必要な事項は委員会において定め

る。  

    8．委員会の報告を受けた会長は、理事会の議を経て、フェローの称号を授与するも

のを決定する。  

 

（規則改定） 

第６条 この規則の変更は理事会で審議し、総会で議決する。 

 

付 則  

第７条 この規則は総会で議決した日から施行する。 
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